
３．３ 保守管理 

 ３．３－１ 

３．３ 保守管理 

 

 保守管理の主目的は，発電所を構成する構築物，系統および機器の安全機能

ならびに供給信頼性を確保することであり，そのために，社団法人日本電気協

会 電気技術規程 原子力編 「原子力発電所の保守管理規程（ＪＥＡＣ４２０

９－２００７）」１（以下，「ＪＥＡＣ４２０９－２００７」という。）に基づ

き，保全（プラントの運転に関わる設備の機能を確認，維持または向上させる

活動。原子炉施設の安全確保を前提に，電力の供給信頼性を維持するとの観点

から設備の重要さ度合いに応じて，効率性，経済性を考慮しながら行われるも

ので，点検，補修，取替および改造を含む。）およびそれを実施するために必

要な体制，教育等を含めた活動全般を行うことである。 

 

                                                   
１ 「原子力発電所の保守管理規程（ＪＥＡＣ４２０９－２００７）」は，その前身である「原子

力発電所の設備点検指針（ＪＥＡＣ４２０９－１９９６）」に定期点検の目的，考え方，内容お

よび時期等の定期点検に係る具体例を示していたが，原子力発電所の保守管理の実施に関して

電気事業者が遵守すべき基本的な要件を，透明なプロセスのもとで説明責任を果たすべく規格

化しておくことが必要であるとの考えから，制定されたものである。 



３．３ 保守管理 

 ３．３－２ 

３．３－１ 保守管理における現在の保安活動の仕組みについて 

 

 保守管理の目的を達成するために実施している，現在の保安活動の仕組みに

ついて，その概要を説明する。（別添資料３．３－１「保守管理の実施フロー」

および別添資料３．３－２「原子力発電所の運転期間の長期化を踏まえた改

善活動例」参照） 

 

Ⅰ．保守管理に関する基本事項 

  原子力発電所を構成する構築物，系統および機器の安全機能ならびに供給信

頼性を確保するために保守管理を実施する。 

  保守管理の実施にあたっては社団法人日本電気協会 電気技術規程 原子力

編「原子力発電所における安全のための品質保証規程（ＪＥＡＣ４１１１－

２００９）」（以下，「ＪＥＡＣ４１１１－２００９」という。）およびＪＥＡ

Ｃ４２０９－２００７を適用規格として，原子炉施設保安規定，当社マニュ

アル等に基づき実施する。 

 

（１）保守管理に対する要求事項 

①保守管理に対する要求事項 

 保守管理を実施するにあたり必要な要求事項を以下のとおりとする。 

ａ．業務に関連する法令・規制要求事項 

ｂ．明示されてはいないが，業務に不可欠な要求事項 

ｃ．組織が必要と判断する追加要求事項 

 

②要求事項の具体化 

 設備主管課２長は，保全の実施にあたり，保守管理に対する要求事項のう

ち必要なものを手順書，仕様書等に記載し，明確にする。 

 

③保守管理に対する要求事項のレビュー 

   設備主管課長は，Ⅰ．（１）②「要求事項の具体化」の文書を最初に使用

する前，または要求事項に変更があった場合は，以下の事項について，適切

性，妥当性を審査し，その結果および取られた処置を記録する。 

ａ．必要な要求事項が全て記載されていること。 

ｂ．要求事項の追加または変更がある場合には，反映されていること。 

 

 

                                                   
２ 原子力発電所の保守管理を実施する課が該当する場合の総称。 
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（２）保守管理の実施方針・目標 

①保守管理の実施方針 

   保守管理の実施方針は，社達（第 106号）で周知されたものであり，以下

のとおりとする。 

   原子力に従事する誇りと責任を持ち，島根原子力発電所の保守管理の不備

を深く反省し，確実な品質保証活動を通じて原子力安全最優先で保守管理

を実施する。 

ａ．常に問いかける姿勢を持ち，品質マネジメントシステムを人から押し

付けられたものでなく，自分たちのルールとして改善を行う。 

ｂ．経営層，電源事業本部と発電所および発電所各課間での意思疎通を図

り，報告する文化を育て，風通しの良い職場を創る。 

ｃ．関係会社，協力会社と協働し一体となって，より高度な保守管理を達

成する。 

ｄ．運転開始後 30年を経過している島根１号機については，長期保守管

理方針を反映した保全計画を確実に実施していく。 

 

②保守管理目標 

   所長は，保守管理の実施方針を受け，保守管理に関する品質目標（保守管

理目標）を定める。 

 

Ⅱ．保全プログラムの策定 

  所長は，保守管理目標を達成するために必要な保全プログラムを策定する。 

また，保守管理の有効性評価結果および地震や事故等によりプラントが長

期停止となった場合はその状態を踏まえ，保全プログラムの見直しを行う。 

 

（１）保全対象範囲の策定 

   課長（保修技術）は，原子力発電施設の中から保全を行うべき対象範囲を

策定する。 

 

（２）保全重要度の設定 

   課長（保修技術）は，保全対象範囲について系統毎の範囲と機能を明確に

した上で，安全機能に与える影響度を考慮して，構築物，系統および機器

の保全重要度を設定する。 
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（３）保全活動管理指標の設定，監視計画の策定および監視 

①保全活動管理指標の設定 

   課長（保修技術）は，保全の有効性を客観的に監視，評価することにより，

継続的に保全を改善していく手段として活用するために，保全重要度を踏

まえ，プラントレベルおよび系統レベルの保全活動管理指標と保全活動管

理指標の目標値を設定する。 

 

②保全活動管理指標の監視計画の策定および監視 

   課長（保修技術）は，保全活動管理指標の監視項目，監視方法および算出

周期を具体的に定めた監視計画を策定し，監視を行う。 

 

（４）保全計画の策定 

   設備主管課長は，保全対象範囲に対し，以下の保全計画を策定する。 

・点検の計画 

・補修，取替および改造計画 

・特別な保全計画 

   保全計画の策定にあたって保全重要度を勘案し，必要に応じて次の事項を

考慮する。 

・運転成績，事故および故障事例などの運転経験 

・使用環境および設置環境 

・劣化・故障モード 

・機器の構造等の設計的知見 

・科学的知見 

また，点検・補修等の結果の確認・評価，点検・補修等の不適合管理，

是正処置および予防処置の結果を踏まえ保全計画の継続的な見直しを行う。 

さらに，保全の有効性評価の結果を踏まえ保全計画の継続的な見直しを

行う。 

   なお，設備毎の定期点検の実施概要を別添資料３．３－３「定期点検の実

施概要」に示す。 

 

①点検の計画の策定 

ａ．設備主管課長は，原子炉停止中または運転中に点検を実施する場合，

あらかじめ保全方式を選定し，点検の方法ならびにそれらの実施頻度お

よび実施時期を定めた点検計画，点検計画表を策定する。 

 

ｂ．設備主管課長は，構築物，系統および機器の適切な単位ごとに，予防
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保全を基本として，時間基準保全，状態基準保全および事後保全の保全

方式から適切な方式を選定する。 

   （ａ）時間基準保全 

      点検を実施する時期までに，次の事項を定める。 

     ⅰ．点検の具体的方法 

     ⅱ．構築物，系統および機器が所定の機能を発揮しうる状態にあるこ

とを確認・評価するために必要なデータ項目，評価方法および管理

基準 

ⅲ．実施頻度 

ⅳ．実施時期 

 

   （ｂ）状態基準保全 

      設備診断技術を使い状態監視データを採取する時期までに，次の事

項を定める。 

ⅰ．状態監視データの具体的採取方法 

ⅱ．機器の故障の兆候を検知するために必要な状態監視データ項目，

評価方法および必要な対応を適切に判断するための管理基準 

ⅲ．状態監視データの採取頻度 

ⅳ．実施時期 

ⅴ．機器の状態が管理基準に達した場合の対応方法 

 

   （ｃ）事後保全 

      事後保全を選定した場合，機能喪失の発見後，修復を実施する前に，

修復方法，修復後に所定の機能を発揮することの確認方法および修復

時期を定める。 

 

②補修，取替および改造計画の策定 

   設備主管課長は，補修，取替および改造を実施する場合，あらかじめその

方法および実施時期を定めた計画を策定する。 

 

③特別な保全計画の策定 

   設備主管課長は，地震，事故等により長期停止を伴った保全を実施する場

合は，特別な措置として，あらかじめ原子炉施設の状態に応じた保全方法

および実施時期を定めた計画を策定する。 
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（５）保全の実施 

   各課長は，保全計画に従って点検・補修等の保全を実施する。 

   設備主管課長は，以下の必要なプロセスにより，点検・補修等を実施し，

点検・補修等の結果について記録する。 

・工事計画 

・設計管理 

・調達管理 

・工事管理 

 

（６）点検・補修等の結果の確認・評価 

①設備主管課長は，あらかじめ定めた方法で，保全の実施段階で採取した構

築物，系統および機器の点検・補修等の結果から所定の機能を発揮しうる状

態にあることを，所定の時期までに確認・評価し，記録する。 

 

②各課長は，定期事業者検査，使用前検査，溶接事業者検査を実施する。 

 

（７）点検・補修等の不適合管理，是正処置および予防処置 

   設備主管課長は，不適合が認められた場合，社内マニュアルに従い，不適

合管理，是正処置および予防処置を行い記録する。 

 

（８）保全の有効性評価 

   設備主管課長は，保全活動から得られた以下の情報等を適切に組合せて保

全の有効性を評価し，保全が有効に機能していることを確認する。 

・保全活動管理指標の監視結果 

・保全データの推移および経年劣化の長期的な傾向監視の実績 

・トラブルなど運転経験 

・高経年化技術評価および定期安全レビュー結果 

・他プラントのトラブルおよび経年劣化傾向に係るデータ 

・リスク情報，科学的知見 

 

Ⅲ．保守管理の有効性評価 

  各課長は，以下のインプット情報を適切に組合せ，定期的に保守管理の有効

性を評価し，保守管理が有効に機能していることを確認する。 

（１）保守管理目標の達成状況 

（２）保全の有効性評価結果および改善策 

（３）前回，保守管理の有効性評価に伴う反映状況 
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（４）作業依頼票，不適合処置，予防処置および外注先からの要望への対応状況 

 

Ⅳ．保守管理に係る文書および記録の管理 

  保守管理業務に係る以下の項目について記録し，保管する。 

（１）点検・補修等の記録 

（２）点検・補修等の結果の確認・評価の記録 

（３）安全上重要な機器の点検・補修等の結果（法令に基づく必要な手続きの有

無およびその内容）の記録 

（４）保全活動管理指標の監視結果の記録 

（５）点検・補修等の不適合管理，是正処置，予防処置の記録 

（６）保全の有効性評価，保守管理の有効性評価の記録 

 

Ⅴ．当社原子力発電所の保守管理における不適切な事案への対応 

（１）発電設備総点検 

   平成 18年度に，土用ダム問題に端を発した「発電設備の総点検」を行っ

た結果，不適切な事案が確認された。 

   再発防止対策として，原子力部門は，当時取り組んでいた「ＱＭＳの高度

化」を進めていくことにより，業務の適正化および不適切な事案の発生を

防止するとともに，原子力安全に対して継続的に改善を図り，地域・社会

からの信頼回復に努めていくこととした。 

   具体的には以下の再発防止対策を実施した。 

①ＱＭＳ高度化活動の実施 

②確実な予防保全の実施 

③確実な不適合管理，是正処置，予防処置の実施 

④効果的なマネジメントレビューの実施 

⑤良好なコミュニケーションと明るい職場創り 

⑥各種教育・訓練の充実および技術伝承による人材育成 

 

（２）島根原子力発電所 点検不備について 

   平成 21年度に，島根原子力発電所１，２号機の設備・機器について，「点

検計画・点検計画表」どおりに点検が実施されておらず，点検時期を超過

している機器が確認された「島根原子力発電所 点検不備問題」が発覚し

た。 

   このような不祥事を二度と起こさないため，また，失った信頼を回復する

ため，以下の再発防止対策をアクションプラン（以下，「ＡＰ」という。）

として実施してきている。 
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  ①直接的な原因に対する再発防止対策 

   ＡＰ１（１） 点検計画作成・運用手順書の業務プロセスの改善 

   ＡＰ１（２） 定期点検工事業務プロセスのＱＭＳ文書化 

   ＡＰ１（３） 「点検計画表」の視認性向上 

   ＡＰ１（４） 「点検計画」に係る業務プロセスの改善 

   ＡＰ１（５） 交換部品発注方法の見直し 

   ＡＰ１（６） 調達管理プロセスの改善 

   ＡＰ１（７） 部品仕様に関する図書のＱＭＳ文書化 

   ＡＰ１（８） 調達製品の検証に係る改善 

   ＡＰ１（９） 定期事業者検査要領書作成プロセスの改善 

   ＡＰ１（10） 「点検計画作成・運用手順書」の見直し 

   ＡＰ１（11） 調達製品の検証プロセスの改善 

   ＡＰ１（12） 不適合管理・是正処置プロセスの改善 

   ＡＰ１（13） 定期点検工事業務プロセスのＱＭＳ文書化 

   ＡＰ１（14） 不適合に関する業務に即した教育の実施 

   ＡＰ１（15）～（18） 不適合管理・是正処置プロセスの改善 

   ＡＰ１（19） 保全計画の策定プロセスの改善 

   ＡＰ１（20） 保全計画書の作成プロセスの改善 

   ＡＰ１（21） 保全の実施プロセスの改善 

 

  ②根本的な原因に対する再発防止対策 

   ＡＰ２ 原子力部門の業務運営の仕組みの強化 

   ＡＰ３（１）（２） 不適合管理プロセスの改善 

   ＡＰ４ 原子力安全文化醸成活動の推進 

 

  ③その他の取組み 

   ＡＰ５ その他の取り組み 
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３．３－２ 保守管理における保安活動の評価結果 

 

  本節においては，評価対象期間中の保守管理に係る以下の事項について評価

した結果を示す。 

  ・自主的改善事項の継続性 

  ・不適合事象，指摘事項等の改善措置の実施状況，再発の有無 

  ・運転実績指標のトレンド 

 

Ⅰ．保安活動の仕組みの改善状況 

（１）組織・体制 

  ①保守管理に係る組織・体制の改善状況 

   組織・体制に係る自主的改善活動を行っており，主な４件について現在も

継続して取り組まれていることを確認した。 

   また，不適合事象，指摘事項等における改善状況のうち，組織・体制に係

る主なものは以下のとおりであり，改善していないもの（実施中）が１件

あった。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」参照） 

 

  ［保安活動における自主的改善事項の活動状況］ 

これまで実施してきた主な自主的改善事項を以下に示す。 

   ａ．定期検査時における作業環境等の改善の試み 

     定期検査時における具体的な改善方策として，作業環境，作業工法，

工程管理方法の面から検討を行い，以下のような方策を立案し実施した。 

（ａ）作業環境の改善 

     ⅰ．管理区域内への飲料水設備の設置による現場作業員の生理的負担

の軽減および作業環境の改善（平成９年度） 

     ⅱ．屋外への仮設休憩所の設置および管理区域内への仮設休憩所の設

置による休憩等のための移動時間短縮および作業環境の改善（平成

12年度，平成 21年度） 

 

（ｂ）作業工法の改善 

     ⅰ．高圧タービンロータ電動回転架台の導入による定期検査作業の円

滑化および短縮化（平成８年度） 

 

   ｂ．協力企業と一体となった保守管理への取り組み 

     当社は協力企業への工事請負体制をとって工事を実施していること

から，保守管理を行う上で協力企業と情報連絡を密にとり，作業安全
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の確保，定期検査工程の管理，工事における不適合の管理等を的確か

つ継続的に遂行していくことが重要であるため，以下のような方策を

立案し実施した。 

（ａ）作業安全面での取り組み 

     ⅰ．安全パトロール 

       現場作業の状況を確認することを目的とした当社および協力企

業による安全パトロールを行い，その後作業安全管理部会を開催

し，現場作業での改善事項等を抽出するとともに，災害事例の紹

介や安全に関する勉強会を行い双方のコミュニケーションの改善

を図っている。 

     ⅱ．作業環境改善 

       第 28回定期検査（平成 21年度）より夏場等における熱中症対策

として，管理区域内にクールベストを設置し，作業環境改善に取

り組んでいる。 

 

（ｂ）定期検査の工程調整における取り組み 

      従来から実施している定期検査に係る協力企業と当社における「工

程調整会議」および協力企業と当社管理職との情報共有を図る「工

程連絡会議」を定期的（工程調整会議：１回／日，工程連絡会議：

１回／週を原則とする）に開催し，定期検査工程の進捗状況の確認

と調整を行っている。 

 

（ｃ）要望・推奨事項の管理 

      協力企業からの工事中の要望・推奨事項の提案については，定期検

査終了後，定期検査要望事項の抽出を協力企業，当社担当者間で行

い，提出された要望事項についてはランク付けを行い，次回定期検

査に反映させるもの，今後の検討課題とするもの等に分け，提案元

の協力企業に対し実施方針の回答を行ない作業環境および作業方法

の改善を図っている。 

 

ｃ．組織改編 

   （ａ）株式会社エネルギア・ニューテックの設立および解散 

      平成 15年７月，島根原子力発電所の設計・建設・運転・保守を通

じて培ってきた技術を継承し，品質の高い保守工事を行うことを目

的として，株式会社日立製作所と共同で，保守・エンジニアリング

事業等を行う新会社｢株式会社エネルギア・ニューテック（以下，「Ｅ

ＮＴ」という。）｣を保守体制の整備の一環として設立し，当社の保
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修部門（保修管理課，電気保修課，機械保修課）の多くが出向した。 

      しかし，当社とＥＮＴとの業務の重複等運用上の混乱が発生したこ

とに加え，平成 21年１月の新検査制度導入に備えた対応をはじめと

した，原子力発電所の保守体制を取り巻く状況が大きく変化したこ

とから，当社が「計画，実施，確認，検証」などの保守活動を一貫

して行うことが品質管理の向上に繋がると判断し，平成 19年１月を

もってＥＮＴを解散した。 

 

   （ｂ）弁・配管担当の設置 

      これまで建物毎に管理していた弁について一元的に管理すること，

および平成 16年８月に発生した関西電力株式会社美浜発電所３号機

における二次系配管破断事故を踏まえた配管の減肉管理を行うため，

平成 19年２月に機械保修課内に弁・配管担当を設置した。 

 

   （ｃ）新検査制度プロジェクトの設置 

      平成 21年１月に施行される新検査制度に対応するため，平成 19

年２月に新検査制度プロジェクトを保修管理課内に設置した。 

 

   （ｄ）土木建築担当の設置 

      原子力発電所の保守管理に関し，現地で即応できる体制とするため，

平成 20年２月に島根原子力建設所の土木課および建築課が発電所業

務を兼務し，発電所建物・構築物の改良工事・保修業務を実施する

よう保修管理課内に土木建築担当を設置した。 

 

   （ｅ）部制の導入 

      平成 21年度の点検不備問題を踏まえ，発電所の統括機能を強化す

るとともに，責任体制を明確化するため，平成 22年９月に部制を導

入し，保修管理課，機械保修課，電気保修課を統括する保修部を設

置した。 

 

   （ｆ）保修部の組織改編 

      平成 23年３月に，課長等の業務管理スパンを改善し業務の円滑な

推進を図ることを目的として，保修管理課を保修部（保修管理），保

修部（保修技術）および保修部（土木建築）に，機械保修課を保修

部（原子炉）と保修部（タービン）に，電気保修課を保修部（電気）

と保修部（計装）に整理した。 

      あわせて，法規制への適合性向上および効率的な保安業務実施等の
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観点から，島根３号機を担当する保修部（３号機械），保修部（３号

電気）を新たに設置した。 

 

   ｄ．定期事業者検査実施に対する組織の充実および対応 

     平成 15年 10月の電気事業法および同施行規則の改正施行に伴い，従

来，電気事業者が自主点検として実施していた検査が「定期事業者検

査」（電気事業法第 55条）として法令で位置付けられ，定期的に技術

基準への適合性を確認し，その検査の結果を記録・保存することが義

務付けられた。 

     また，従来，国が主体的に実施していた定期検査については，旧原子

力安全・保安院および独立行政法人原子力安全基盤機構（法律に基づ

き新たに設置された検査組織。以下，「機構」という。）が，電気事業

者による定期事業者検査の実施プロセスの適切性およびその結果が技

術基準に適合していることを，「定期検査」（電気事業法第 54条）とし

て立会いまたは，記録確認により確認することとなった。 

     さらに機構は，定期事業者検査の実施プロセスが社団法人日本電気協

会電気技術規程 原子力編 「原子力発電所における安全のための品質

保証規程（ＪＥＡＣ４１１１－２００３）」（以下，「ＪＥＡＣ４１１１

－２００３」という。）および「原子力発電所の保守管理規程（ＪＥＡ

Ｃ４２０９－２００３）」（以下，「ＪＥＡＣ４２０９－２００３」とい

う。）に適合していることを，「定期安全管理審査」（電気事業法 55条）

で確認することとなった。 

     当発電所では，平成 16年９月から実施した島根２号機第 12回定期事

業者検査が最初の定期事業者検査であり，適切に準備し検査を実施す

るため，以下の取り組みを実施した。 

     平成 16年４月に，定期安全管理審査の窓口を保修管理課内に設置し，

新検査制度に基づく定期事業者検査や定期安全管理審査に適切に対応

できるよう組織の充実を図った。 

     その後，平成 19年１月のＥＮＴ解散にあわせ，定期安全管理審査の

窓口を品質保証センターに移した。 

 

［不適合事象，指摘事項等における改善状況］ 

主な改善状況を以下に示す。 

   ａ．統合型保全システム（ＥＡＭ）の運用開始 

島根原子力発電所１，２号機の設備・機器について，「点検計画・点

検計画表」どおりに点検が実施されておらず，点検時期を超過してい

る機器が確認されたことから，その対策として，保守管理活動を管理
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する統合型保全システム（ＥＡＭ）の運用を開始した。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」Ｎｏ.４参照） 

 

  ②保守管理に係る組織・体制の評価結果 

   組織・体制に係る自主的改善活動を行っており，現在も継続されているこ

とを確認した。 

   また，改善状況の調査の結果，不適合事象，指摘事項等における改善状況

のうち，改善していないものが１件あったが，適切な再発防止対策が策定

され，対策ごとにアクションプランを作成し，体制，具体的な方策，評価

方法および有効性評価等を定め実施していることから，追加措置は不要と

判断した。 

（資料３．３－２「改善状況の考察および追加措置（保守管理－１）」参照） 

組織・体制については，これまで定期検査時における作業環境等の改善に

向けいろいろな試みを実施してきたこと，定期事業者検査実施に伴い対応体

制を充実させたこと，作業安全や工程調整などにおいて協力企業と一体とな

った保守管理へ取り組んできたこと，保守管理に係る組織改編を行い業務の

円滑な推進を図ったことなど，適宜業務品質や効率を高めるための改善活動

に取り組んできている。以上の活動を通し，保守管理に関する組織・体制は

継続的な改善が図られていると判断した。 

 

（２）社内マニュアル 

  ①保守管理に係る社内マニュアルの改善状況 

   社内マニュアルに係る自主的改善活動を行っており，主な４件について現

在も継続して取り組まれていることを確認した。 

また，不適合事象，指摘事項等における改善状況のうち，社内マニュアル

に係る主なものは以下のとおりであり，改善していないもの，再発してい

るものはなかった。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」参照） 

   なお，マニュアル類の改正状況についてはＱＭＳ高度化（平成 20年２月）

以降について調査した。 

 

  ［保安活動における自主的改善事項の活動状況］ 

   これまで実施してきた主な自主的改善事項を以下に示す。 

   ａ．ＪＥＡＣ４２０９－２００７に則った社内マニュアルの整備 

     平成 16年３月にＪＥＡＣ４１１１－２００３に従って品質マネジメ

ントシステムを構築し「原子力品質保証規程」を定めたが，その後，Ｊ

ＥＡＣ４１１１－２００３に照らして不十分であることが分かり，平成
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20年２月に文書体系の改善および保安管理関係要領のスリム化等から

なるＱＭＳ高度化を実施した。（詳細は「３．１品質保証活動」参照。

なお，ＪＥＡＣ４１１１－２００３は平成 21年３月にＪＥＡＣ４１１

１－２００９に改訂されている。） 

     この品質マネジメントシステムにおいては，原子力発電所の安全確保

が最優先であることを踏まえ，「原子力品質保証規程」に基づき，日々

の業務を計画し，実施し，確認し，改善するプロセスを通して，原子力

発電所の安全確保に努めている。 

     このため，品質マネジメントシステム文書として「原子力品質保証規

程」を最高位の文書とし，ＪＥＡＣ４２０９－２００７に則った「保守

管理要領」等を定め，責任と権限を明確にし，それに基づき保守管理業

務にあたっている。 

 

   ｂ．配管肉厚管理手引書の策定 

     配管肉厚の管理については，初回定期検査以降継続して行ってきたが，

平成 16年８月，関西電力株式会社美浜発電所３号機においてエロージ

ョン・コロージョンが原因である配管破損事故が発生した。これを受

け，円滑に配管肉厚管理が実施できるよう，平成 17年８月に「配管肉

厚管理手引書」を策定した。 

     「配管肉厚管理手引書」は，他プラントで発生したトラブル事象等か

ら得られた知見や旧原子力安全・保安院の指示事項等を反映し改訂を

行っている。 

 

   ｃ．供用期間中検査の適切な実施について 

     平成 22年７月に日本原子力発電株式会社敦賀発電所１号機において

供用期間中検査の計画に反映されていない溶接箇所があることが判明

したことを踏まえ，当社においても調査を行ったところ，島根１号機

において供用期間中検査の計画に反映されていない溶接箇所があるこ

とが確認された。 

     この対策として，当該箇所の非破壊検査の実施，供用期間中検査の計

画への反映に加え，供用期間中検査を的確に実施することを目的に供

用期間中検査計画の策定および変更に関する具体的な実施事項を定め

た「供用期間中検査計画管理手引書」を平成 23年４月に定めた。 

 

   ｄ．緊急安全対策に係る機器および設備の保全について 

津波に起因する緊急時対応のための機器および設備（「福島第一原子

力発電所事故を踏まえた他の発電所の緊急安全対策について（指示）」
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および「平成 23年福島第一原子力発電所事故を踏まえたシビアアクシ

デントへの対応に関する措置の実施について（指示）」で記載している

機器および設備を含む）の信頼性を確保するため，保守管理の対象とし

て点検計画を定めて保全を実施することとし，平成 24年 5月，「保守管

理要領」および「点検計画作成・運用手順書」を改訂した。 

 

［不適合事象，指摘事項等における改善状況] 

主な改善状況を以下に示す。 

   ａ．計器ループ精度算出方法の見直し 

平成 18年 11月の定期安全管理審査において，Ⅰ系統－炉心スプレ

イ系系統流量のループ精度の確認にあたって抵抗器が考慮されていな

いとの指摘を受けたことから，計器ループ精度の算出にあたっては，

ループ内に含まれ精度に影響を与えるすべての機器を考慮することを

「本設測定機器管理手順書」に明記した。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」Ｎｏ.46参照） 

 

   ｂ．漏えい検査に使用する発泡液の保証期限の確認 

     平成 20年２月の定期安全管理審査において，「構造健全性検査（機械

関係分）」に使用された発泡液の有効性が確認されていないとの指摘を

受けたことから，漏えい検査に使用する発泡液の保証期限を確認するこ

とを「工事施工管理手順書」に明記した。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」Ｎｏ.52参照） 

 

  ②保守管理に係る社内マニュアルの評価結果 

社内マニュアルに係る自主的改善活動を行っており，現在も継続されてい

ることを確認した。 

また，改善状況の調査の結果，不適合事象，指摘事項等における改善状況

のうち，改善していないもの，再発しているものはなかった。 

 社内マニュアルについては，「配管肉厚管理手引書」および「供用期間中

検査計画管理手引書」の制定ならびに緊急安全対策に係る機器および設備の

保全等，適宜保守管理に係る要領等の制定および改訂を行い継続的にマニュ

アルの整備がなされていることを確認した。また，ＪＥＡＣ４２０９－２０

０７に則った「保守管理要領」等を定め，これに従った保守管理業務を実行

するとともに，マニュアルについても適宜見直しがなされていることからも，

継続的な改善が図られていると判断した。 
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（３）教育・訓練 

  ①保守管理に係る教育・訓練の改善状況 

教育・訓練に係る自主的改善活動を行っており，主な１件について現在も

継続して取り組まれていることを確認した。 

また，不適合事象，指摘事項等における改善状況のうち，教育・訓練に係

る主なものは以下のとおりであり，改善していないもの，再発しているもの

はなかった。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」参照） 

 

［保安活動における自主的改善事項の活動状況］ 

これまで実施してきた主な自主的改善事項を以下に示す。 

   ａ．コネクタ復旧忘れおよびケーブル誤解線について 

     平成 22年 10月，燃料装荷作業中の島根２号機において，中性子源領

域計装Ｃｈ.23の周りに４体の燃料が装荷された状態においても指示

がダウンスケールの状態であった。原因は，当該検出器への電源供給

ケーブルのコネクタ（制御盤内）の復旧忘れのためであった。 

     平成 22年 11月，運転中の島根１号機において，原子炉浄化系が自動

隔離する事象が発生した。原因は，計器点検作業の準備作業において，

本来，切り離すべきケーブルに隣接した，別のケーブル端子を外した

ためであった。 

     これらの引き続き発生した２件の事象は，いずれも復旧時あるいは作

業準備段階の確認不足という共通要因により発生した事象であったた

め，マニュアルの変更に加え，協力企業に対して，たとえ過去何度も

実施し慣れた作業であっても，自らが定め発注元が承認している作業

手順を省略することなく遵守し作業を確実に実施するよう再度教育を

行った。 

     また，今回発生した事象とともにマニュアルへの反映事項を当社担当

者および協力企業へ周知徹底を行った。また，着手前打合せ時，協力

企業と再発防止について確認することとした。 

 

  ［不適合事象，指摘事項等における改善状況] 

   主な改善状況を以下に示す。 

   ａ．原子炉格納容器内ドライウェル冷却機凝縮水量および床ドレン量の増加 

平成 16年２月頃から島根２号機のドライウェル冷却機凝縮水量の増

加が認められたため関連するパラメータの監視を強化していたところ，

同年３月に再びドライウェル冷却機凝縮水量が増加するとともに原子炉

格納容器内の床ドレンサンプ水位の上昇が確認された。 
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このため，原子炉を停止して原子炉格納容器内の点検を行ったところ，

Ｂ－原子炉再循環ポンプ出口配管につながる除染用接続口フランジの

合わせ面から漏水が確認された。フランジ分解前に締付けボルトのトル

ク測定を行ったところ，設計締付けトルクを大幅に下回るものであった。 

この原因は，取付けボルトを作業要領書で予め定めた規定トルク値で

締付ける方法から，フランジの合わせ面の隙間を確認して締付ける方法

に現場で変更したことによる締付け不足が生じたためであり，作業当事

者が隙間を確認して締付ける方法と規定トルク値で締付ける方法は同等

との認識を持っていたことに加え，作業要領書での締付け方法の記載が

明確でなかったことが背景にあると推定した。 

この対策として，締付管理の基本・設計に関する教育を行うこととした。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」Ｎｏ.62参照） 

 

   ｂ．制御棒誤挿入 

     島根１号機は，平成 21年３月，定格熱出力一定運転中に定期試験（原

子炉保護系ハーフスクラム試験）を実施していたところ，制御棒１本

が全挿入となり，発電機出力が低下した。 

     原因調査の結果，全挿入となった制御棒を緊急挿入するために設置し

ている２つの電磁弁（スクラムパイロット弁）のうち，片方の電磁弁

の電源端子が異なった仕様のネジにより締付けられていたため，十分

な締付けができずに接続状態が不安定（接触不良）になっていたこと

を確認した。 

     このことから，片方の電磁弁の接続状態が不安定（接触不良）となり

無通電状態（無励磁状態）となっていたところで，もう片方の電磁弁

を無通電状態（無励磁状態）とする定期試験を実施したために当該制

御棒が誤って全挿入したものと推定した。 

     この対策として，協力企業も含めて当該事象に関する事例教育を行う

ことにより，類似事象の再発防止の徹底を図ることとした。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」Ｎｏ.63参照） 

 

  ②保守管理に係る教育・訓練の評価結果 

   教育・訓練に係る自主的改善活動を行っており，現在も継続されているこ

とを確認した。 

また，改善状況の調査の結果，不適合事象，指摘事項等における改善状

況のうち改善していないもの，再発しているものはなかった。 

   教育・訓練については，これまで発生した不適合事象や社内マニュアルに

関し，保修部員および協力企業関係者に対して教育・訓練を行い，同様の
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事象の再発を抑える取り組みが実施されていることから，継続的な改善が

図られていると判断した。 

 

Ⅱ．設備の改善状況 

（１）保守管理に係る設備の改善状況 

   設備に係る自主的改善活動を行っており，主な３件について現在も継続し

て取り組まれていることを確認した。 

   また，不適合事象，指摘事項等における改善状況のうち，設備に係る主な

ものは以下のとおりであり，改善していないもの（実施中）が５件あった。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」参照） 

 

  ①作業性や保守技術の改善 

   定期点検等において，作業の円滑化，保守技術の改善等の観点から新技術

の導入等，以下のような改善を図り，継続していることを確認した。 

   これまでの改善の実績を資料３．３－３「作業性・保守技術に係る諸改善」

に示す。 

 

［保安活動における自主的改善事項の活動状況］ 

これまで実施してきた主な自主的改善事項を以下に示す。 

   ａ．原子炉再循環系配管化学除染（Ｈｉ－Ｆコート） 

第 27回定期検査（平成 19年度）および第 29回定期検査（平成 22

年度）において，原子炉再循環系配管の化学除染を行うとともに，低

減した線量の再上昇を抑制するため，配管内面にフェライト皮膜を形

成することで，作業時の被ばくを低減し，作業環境の改善を図った。 

 

  ②改良工事の実績 

   設備の信頼性の維持・向上を図るため，主要設備について今回の評価対象

期間（平成 15年４月～平成 24年３月まで）に以下の改良工事を実施して

きた。 

   改良工事の実績を資料３．３－４「主要機器の改造・取替実績」に示す。 

 

［保安活動における自主的改善事項の活動状況］ 

これまで実施してきた主な自主的改善事項を以下に示す。 

   ａ．国内外発電所の事故・故障等の対策の水平展開による設備の更新 

   （ａ）原子炉圧力容器上蓋スプレイ配管改造 

      残留熱除去系の機能の一つであるヘッドスプレイ配管について，中

部電力株式会社浜岡原子力発電所１号機で発生した配管破断の対策
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として，核分裂で発生した非凝縮性ガス（水素ガス等）滞留防止のた

め，第 29回定期検査（平成 22年度）において主蒸気管への連続ベン

ト配管および電動弁を設置した。 

 

   （ｂ）排ガス処理系再結合器触媒取替 

      国内ＢＷＲプラントにおける排ガス処理系再結合器の触媒性能低

下による起動時の水素濃度上昇事象の対策として，第 28回定期検査

（平成 21年度）において性能が低下しにくい触媒への取替を実施した。 

 

   （ｃ）原子炉保護系アナログトリップユニット改造 

      東京電力株式会社福島第一原子力発電所４号機で発生した主蒸気配

管流量計装系アナログトリップモジュールの動作不良の対策として，第

28回定期検査（平成 21年度）において原子炉保護系アナログトリッ

プユニットの改造を実施した。 

 

   （ｄ）出力領域計装盤耐震補強 

      新潟県中越沖地震時に発生した東京電力株式会社柏崎刈羽原子力

発電所４号機の平均出力領域計装および制御棒引抜監視装置制御盤

内電源装置の位置ずれの対策として，第 29回定期検査（平成 22年度）

において平均出力領域計装盤他の耐震補強を実施した。 

 

（ｅ）野外モニタリングポスト改良 

   新潟県中越沖地震の状況を踏まえて，電源の強化，信号伝送系の多

様化および監視機能の強化等の対策を行うため，第 29回定期検査（平

成 22年度）において野外モニタリングポストの改良を実施した。 

 

   ｂ．技術開発の成果による設備の更新 

   （ａ）原子炉再循環ポンプケーシングカバー（改良型）の採用 

      第 29回定期検査（平成 22年度）において，熱疲労に対する耐久性

に優れたケーシングカバーを採用した。 

 

   ｃ．経年変化への対応としての取替 

   （ａ）原子炉再循環系配管修理 

      第 25回定期検査（平成 16年度）において，原子炉再循環系配管の

溶接継手部２箇所にひびが確認されたため，当該継手部について配

管の取替を実施した。 
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   ｄ．その他の改造・取替 

   （ａ）島根１号機開閉所と島根２号機開閉所の接続 

      島根３号機増設に伴い，島根２号機開閉所が島根１，２号機共用と

なるため，２号機第 13回定期検査（平成 17年度）において二重母

線化した島根２号機開閉所に，第 26回定期検査（平成 18年度）に

おいて１号機側からの回線を接続した。 

 

   （ｂ）使用済燃料プール温度・水位計設置 

      東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の状況を踏まえて，使

用済燃料プールの温度・水位監視強化のため，第 29回定期検査（平

成 22年度）において使用済燃料プールに温度・水位計を設置した。 

  

   （ｃ）原子炉建物水素濃度計設置 

      東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の状況を踏まえて，原

子炉建物への水素滞留を監視するため，第 29回定期検査（平成 22

年度）において燃料取替階に水素濃度計を設置した。 

 

  ③協力企業との情報共有 

   プレス文などを協力企業棟の情報提供ボックス・掲示板に配布する等によ

り，協力企業との一層の情報共有を図っている。 

 

［不適合事象，指摘事項等における改善状況］ 

主な改善状況を以下に示す。 

   ａ．微差圧で使用している圧力発信器の取替 

平成 20年２月，島根１号機の非常用ガス処理系において，当該系統

が待機中（系統停止）にもかかわらず流量指示が確認されたため，流量

発信器を差圧がない状態とし，指示を確認したが変化しなかった。 

     当該発信器については，製造中止に伴う代替機種選定の際に０～

0.49kPaをカバーできるものとして，当時としては最適と考えられたレ

ンジ設定範囲－８～８kPaのものを採用したが，発信器のレンジ設定範

囲の内，非常に小さい範囲を拡大して使用（０～0.49kPaを０～100％）

すること，かつ，微差圧を計測することから，設計上誤差を生じやすい

構造であった。 

     このため，計器受圧部に何らかの僅かな応力が加わったことで計器出

力が変動し，停止中にもかかわらず流量指示が出たものと推定した。 

     対策として，微差圧で使用している発信器に対し，微差圧用として開

発された発信器（レンジ設定範囲：－0.6～0.6kPa）へ取替を実施した。 
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（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」Ｎｏ.75参照） 

 

ｂ．中性子源領域計装検出器の取替 

  平成 24年１月，島根２号機の原子炉冷温停止状態において，中性子

源領域計装４チャンネルが動作不能となった。 

  中性子源領域計装検出器については，装荷前にグラステープ巻付け作

業を行っており，グラステープ巻付け作業時または検出器のドライチュ

ーブへの挿入作業時にサポートインシュレータにクラックが発生し，そ

の後の原子炉の起動・停止に伴う温度変化による引張応力でクラックが

成長し，アルゴンガスリークに至ったことが原因と推定した。 

  対策として，グラスウールブーツのしごき作業およびグラステープ巻

付け作業を取り止めるよう作業手順を見直す。また，万が一サポートイ

ンシュレータにクラックが発生したとしてもガス圧が低下しないよう

に，センサーエレメント部とＭＩケーブル側のアルゴンガス圧が同一で

ある検出器との取替を予定している。 

（資料３．３－１「保安活動改善状況一覧表」Ｎｏ.90参照） 

 

（２）保守管理に係る設備の評価結果 

   設備に係る自主的改善活動を行っており，現在も継続されていることを確

認した。 

   また，改善状況の調査の結果，不適合事象，指摘事項等における改善状況

のうち，改善中のものが５件あったが，適切な再発防止対策が策定され，

同計画に基づき処置を実施中であることから，追加措置は不要と判断した。 

（資料３．３－２「改善状況の考察および追加措置（保守管理－２～６）」

参照） 

設備については，保守管理に係る設備の改善に努め，自プラントで発生

した不適合について確実に是正されていることおよび他プラントで発生し

た不適合の再発防止を図っていることを確認した。また，作業性・保守技

術についても，改善を図っていることを確認した。さらに，国内外発電所

の事故・故障事例や最新の技術開発の動向を適宜反映し，トラブルの未然

防止に努めていることを確認した。以上の活動を通し，保守管理に関する

設備については継続的な改善が図られていると判断した。 

 

Ⅲ．10年ごとの経年劣化管理 

  平成 20年８月に発出された旧原子力安全・保安院からの指示文書「実用発

電用原子炉施設における定期安全レビューの実施について」（平成 20･08･28

原院第８号）により，評価対象期間中における経年劣化事象の進展推移の評価
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を行うことが規定されたことから，以下のとおり経年劣化事象の技術評価およ

び耐震安全性評価を実施することにより，設備の健全性が維持されていること

を確認した。 

 

（１）評価対象とした機器および経年劣化事象 

   評価対象機器については，社団法人日本原子力学会 「原子力発電所の高

経年化対策実施基準：２００８」（以下，「高経年化対策実施基準」という。）

に基づき，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器および炉心支持構造

物とした。 

   また，評価対象とした経年劣化事象については，前述の指示文書における

要求事項として掲げる３項目（低サイクル疲労，中性子照射脆化，照射誘起

型応力腐食割れ）に，高経年化対策実施基準の「10年ごとの経年劣化管理

の実施」に基づき高サイクル熱疲労を加えた計４項目とし，経年劣化事象に

よる設備の健全性および耐震安全性の評価を行った。また，それ以外の経年

劣化事象のうち耐震安全性に影響を与える可能性のあるものについて耐震

安全性の評価を行うこととした。 

 

（２）評価結果 

  ①経年劣化管理 

   原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器および炉心支持構造物にお

いて，高経年化対策実施基準の別冊である経年劣化メカニズムまとめ表およ

び島根１号機を含む国内外プラントの情報を基に 10年ごとの評価対象事象

における評価対象機器の選定を行った。 

   選定結果を表１「10年ごとの評価対象事象における評価対象機器の選定

結果」に示す。また，現時点で発生が認められており，耐震安全性に影響を

与える可能性のあるその他の経年劣化事象として，クラス１配管の腐食が抽

出された。 

   なお，対象となる経年劣化事象の評価方法および評価条件については別添

資料３．３－４「経年劣化事象の評価方法および評価条件」に示す。 
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表１ 10年ごとの評価対象事象における評価対象機器の選定結果 

        評価対象事象 

評価対象機器 
低サイクル
疲労 

中性子 
照射脆化 

照射誘起
型応力腐
食割れ 

高サイク
ル熱疲労 

ポンプ 原子炉再循環ポンプ ◎ － － ○ 

容器 原子炉圧力容器 ◎ ◎ － － 

ステンレス鋼配管（純水） ◎ － － － 

炭素鋼配管（純水） ◎ － － － 配管 

炭素鋼配管（蒸気） ◎ － － － 

仕切弁（炭素鋼，純水） ◎ － － － 

仕切弁（ステンレス鋼，純水） ◎ － － － 

逆止弁（炭素鋼，純水） ◎ － － － 
弁 

主蒸気隔離弁（炭素鋼，蒸気） ◎ － － － 

炉心シュラウド ◎ ◎ ◎ － 

シュラウドサポート ◎ － － － 

上部格子板 － ◎ ◎ － 

炉心支持板 － ◎ ◎ － 

燃料支持金具 － ◎ ◎ － 

炉心

支持

構造

物 

制御棒案内管 － ◎ ◎ － 

評価事項 

◎：技術評価および耐震安全性評価，○：技術評価のみ，－：該当なし 

 

   なお，表１以外に，耐震安全性に影響を与える可能性のあるその他の経年

劣化事象としてクラス１配管の腐食を抽出し，耐震安全性評価を実施した。 

 

  ②評価対象事象に対する技術評価 

   ａ．低サイクル疲労 

   （ａ）原子炉再循環ポンプ 

     ⅰ．技術評価 

       水中軸受リングについては，東京電力株式会社福島第二原子力発

電所３号機で疲労による損傷事象があり，同様の事象として低サイ
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クル疲労割れが想定されるが，水中軸受と水中軸受リングを一体鋳

造で製作していることから，低サイクル疲労割れが発生する可能性

は小さいと判断する。 

       ケーシングについては，プラントの起動・停止時等の温度・圧力

変化により疲労が蓄積されることにより，低サイクル疲労割れが想

定されるが，発生応力は１×10７回の繰り返し数における設計疲労

限を下回っており，低サイクル疲労割れが発生する可能性は小さい

と判断する。 

       なお，水中軸受およびケーシングについては，定期的に目視確認

等を行い，健全性を確認している。 

     ⅱ．耐震安全性評価 

       水中軸受リングについては，技術評価の結果より，低サイクル疲

労割れが発生する可能性は小さく，耐震安全性に影響を与えるもの

ではないと判断する。 

       ケーシングについても，技術評価の結果より，低サイクル疲労割

れが発生する可能性は小さく，耐震安全性に影響を与えるものでは

ないと判断する。 

 

   （ｂ）原子炉圧力容器 

     ⅰ．技術評価 

       温度変化が大きく比較的大きな熱応力が発生する給水ノズル，締

付け力が加わる主フランジ（スタッドボルト含む），容器の自重が

加わる下部鏡板および支持スカートを選択し，評価を実施した。 

       疲労評価は，運転実績に基づいた現時点（平成 22年度末）の実

過渡回数を用いて，社団法人日本機械学会 「発電用原子力設備規

格 設計･建設規格（２００５年版）（２００７年追補版を含む）（Ｊ

ＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－２００５／２００７）」（以下，「設計・建設規

格」という。）に基づき実施し，接液する評価部位の使用環境を考

慮した疲労については，社団法人日本機械学会 「発電用原子力設

備規格 環境疲労評価手法（２００９年版）（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＦ１－

２００９）」（以下，「環境疲労評価手法」という。）に基づいて評価

した。 

       評価の結果を表２に示す。いずれの評価部位においても疲れ累積

係数は許容値１以下であり，低サイクル疲労割れが発生する可能性

は小さいと判断する。 

       なお，原子炉圧力容器およびスタッドボルトに対しては，定期的

に非破壊検査等を実施し，健全性を確認している。 
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     ⅱ．耐震安全性評価 

       耐震安全性評価では，地震時の発生応力（地震力はＳs地震力）

を求め，運転実績回数に基づく疲れ累積係数と地震動のみの疲労評

価により求められる疲れ累積係数との和として算出し，評価を実施

した。 

       評価の結果を表２に示す。いずれの評価部位においても疲れ累積

係数の和は許容値１以下となり，低サイクル疲労割れは，耐震安全

性に影響を与えるものではないと判断する。 

 

表２ 運転実績に基づく疲れ累積係数の評価 

評価部位 
疲れ累積係数 
(大気中) 

疲れ累積係数 
(環境疲労考慮) 

地震動による 
疲れ累積係数 
(Ｓs地震動) 

合計 
(許容値１以下)

主フランジ 0.007 － 0.000 0.007 

スタッド 
ボルト 0.061 － 0.000 0.061 

給水ノズル 0.020 0.188 0.001 0.189 

下部鏡板 0.004 0.102 0.001 0.103 

支持 
スカート 0.029 － 0.001 0.030 

 

   （ｃ）クラス１配管・弁 

     ⅰ．技術評価 

       原子炉冷却材圧力バウンダリに属する配管（クラス１），弁（ク

ラス１）のうち，原子炉再循環系，主蒸気系および給水系の配管，

弁については，プラントの起動・停止時等の温度・圧力変化により

疲労が蓄積されることにより，低サイクル疲労割れが想定される。

これら原子炉再循環系，主蒸気系および給水系の配管，弁について

疲れ累積係数による評価を実施した。 

       疲労評価は，運転実績に基づいた現時点（平成 22年度末）の実

過渡回数を用いて，設計・建設規格に基づき実施し，接液する評価

部位の使用環境を考慮した疲労については，環境疲労評価手法に基

づき評価を実施した。 

       評価の結果を表３から表５に示す。いずれの評価部位においても
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疲れ累積係数は許容値１以下であり，低サイクル疲労割れが発生す

る可能性は小さいと判断する。 

       なお，原子炉再循環系，主蒸気系および給水系の配管，弁につい

ては，定期的に目視確認等を実施しており，現在まで低サイクル疲

労割れは確認されていない。 

     ⅱ．耐震安全性評価 

       耐震安全性評価では，地震時の発生応力（地震力はＳs地震力）

を求め，運転実績回数に基づく疲れ累積係数と地震動のみの疲労評

価により求められる疲れ累積係数との和として算出し，評価を実施

した。 

       評価の結果を表３から表５に示す。いずれの評価部位においても

疲れ累積係数の和は許容値１以下となり，低サイクル疲労割れは，

耐震安全性に影響を与えるものではないと判断する。 

 

表３ 原子炉再循環系配管・弁 運転実績に基づく疲れ累積係数の評価 

評価部位 
疲れ累積係数 
(大気中) 

疲れ累積係数 
(環境疲労考慮) 

地震動による 
疲れ累積係数 
(Ｓs地震動) 

合計 
(許容値１以下) 

原子炉再
循環系 
配管 

(クラス１) 

0.001 0.003   0.001 0.004 

原子炉再
循環ポン
プ出口弁 
(クラス１) 

0.001 0.005   0.000 0.005 

 

表４ 主蒸気系配管・弁 運転実績に基づく疲れ累積係数の評価 

評価部位 
疲れ累積係数 
(大気中) 

疲れ累積係数 
(環境疲労考慮) 

地震動による 
疲れ累積係数 
(Ｓs地震動) 

合計 
(許容値１以下) 

主蒸気系 
配管 

(クラス１) 
0.032 －※１ 0.053 0.085 

主蒸気 
隔離弁 

(クラス１) 
0.014 －※１ 0.000 0.014 

※１ 蒸気ラインであることから，環境疲労は考慮せず。 
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表５ 給水系配管･弁 運転実績に基づく疲れ累積係数の評価 

評価部位 
疲れ累積係数 
(大気中) 

疲れ累積係数 
(環境疲労考慮) 

地震動による 
疲れ累積係数 
(ＳＳ地震動) 

合計 
(許容値１以下) 

給水系配管 
(クラス１) 

0.036 0.107 0.004 0.111 

給水内側
隔離弁 
逆止弁 

(クラス１) 

0.008 0.070 0.001 0.071 

原子炉給
水入口弁 
(クラス１) 

0.011 0.087 0.000 0.087 

 

     ⅲ．経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

       動的機能維持の要求のある弁について，経年劣化事象に対する技

術評価により，各部位に想定される経年劣化事象を考慮しても，機

器に与える影響が十分に小さいことを確認した。 

       また，前記ⅱ．耐震安全性評価の結果からも機器の振動応答特性

へ与える影響が十分小さいことを確認した。 

       これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時の応答加速度は各

機器の機能確認済加速度を上回るものでないと考えられ，地震時の

動的機能についても維持されると判断する。 

 

   （ｄ）炉心シュラウド・シュラウドサポート 

     ⅰ．技術評価 

       炉心シュラウドおよびシュラウドサポートについては，プラント

の起動・停止時等の温度・圧力変化により疲労が蓄積されることに

より，低サイクル疲労割れが想定される。これらの部位について疲

れ累積係数による評価を実施した。 

       疲労評価は，運転実績に基づいた現時点（平成 22年度末）の実

過渡回数を用いて，設計・建設規格に基づき実施し，接液する評価

部位の使用環境を考慮した疲労については，環境疲労評価手法に基

づき評価を実施した。 

       評価の結果を表６に示す。いずれの評価部位においても疲れ累積

係数は許容値１以下であり，低サイクル疲労割れが発生する可能性

は小さいと判断する。 

       なお，炉心シュラウドおよびシュラウドサポートについては，定
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期的に水中ビデオカメラによる目視試験を実施しており，健全性を

確認している。 

     ⅱ．耐震安全性評価 

       耐震安全性評価では，地震時の発生応力（地震力はＳs地震力）

を求め，運転実績回数に基づく疲れ累積係数と地震動のみの疲労評

価により求められる疲れ累積係数との和として算出し，評価を実施

した。 

       評価の結果を表６に示す。いずれの評価部位においても疲れ累積

係数の和は許容値１以下となり，低サイクル疲労割れは，耐震安全

性に影響を与えるものではないと判断する。 

 

表６ 運転実績に基づく疲れ累積係数の評価 

評価部位 
疲れ累積係数 
(大気中) 

疲れ累積係数 
(環境疲労考慮) 

地震動による 
疲れ累積係数 
(Ｓs地震動) 

合計 
(許容値１以下) 

炉心 
シュラウド 

0.000 0.000 0.001 0.001 

シュラウド
サポート 

0.002 0.062 0.003 0.065 

 

   ｂ．中性子照射脆化 

   （ａ）原子炉圧力容器 

     ⅰ．技術評価 

       島根１号機の胴板内表面の中性子照射量は，現時点（平成 22年

度末）で 2.20×1022 n/m2（Ｅ＞１MeV）程度と評価される。 

       本項では島根１号機の監視試験結果と社団法人日本電気協会 電

気技術規程 原子力編 「原子炉構造材の監視試験方法（ＪＥＡＣ４

２０１－２００７）」（以下，「ＪＥＡＣ４２０１－２００７」とい

う。）および「原子力発電所用機器に対する破壊靱性の確認試験方

法（ＪＥＡＣ４２０６－２００７）」（以下，「ＪＥＡＣ４２０６－

２００７」という。）に基づき評価を実施した。なお，関連温度移

行量については，社団法人日本電気協会 電気技術規程 原子力編 

「原子炉構造材の監視試験方法（ＪＥＡＣ４２０１－２００４）」

（以下，「ＪＥＡＣ４２０１－２００４」という。）に基づく予測も

実施した。 

       監視試験の対象となる最大中性子照射量が容器内面で 1.0×1021  
n/m2（Ｅ＞１MeV）を超えると予測される範囲には，胴板以外に再
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循環水入口用ノズルが含まれるため，再循環水入口用ノズルについ

ても中性子照射脆化に対する健全性評価を実施した。 

       定期検査で行う漏えい試験は，比較的温度が低い状態で運転圧力

まで昇圧するため，非延性破壊に対して最も厳しい状態となる。こ

のため，漏えい試験時には原子炉圧力容器の最低使用温度を守るよ

う運転管理を行っている。 

       なお，ＪＥＡＣ４２０６－２００７においては，ＰＷＲプラント

の原子炉圧力容器の炉心領域部の非延性破壊に対して供用状態Ｃ，

Ｄで最も厳しい条件として加圧熱衝撃（ＰＴＳ）評価を要求してい

るが，ＢＷＲプラントの原子炉圧力容器は通常運転時には蒸気の飽

和圧力温度となっており，事故時に非常用炉心冷却系が作動しても

冷却水の注入に伴って圧力が低下するため，高圧（高い応力がかか

った状態）のまま低温になることはない。また，低温の水が導かれ

るようなノズルにはサーマルスリーブが設けられ，原子炉圧力容器

が急速に冷却されないようになっていることから，ＢＷＲプラント

では特に問題とならないと考えられる。 

      ア．最低使用温度 

        現在までの監視試験結果を表７に示す。 

        ＪＥＡＣ４２０６－２００７ならびにＪＥＡＣ４２０１－２

００７により求めた現時点（平成 22年度末）での関連温度移行

量，関連温度，最低使用温度を表８に示す。また，ＪＥＡＣ４２

０１－２００４により関連温度移行量の予測を行った場合の結

果を表９に示す。  
        なお，島根１号機は監視試験実施時点では脆性遷移温度に基づ

く管理をしていたが，平成 21年度に関連温度に基づく管理に変

更しており，監視試験の結果得られた脆性遷移温度を用い，関連

温度を求めている。  
        資料３．３－５に示すとおり，ＪＥＡＣ４２０１－２００７に

おける関連温度の予測については，過去の監視試験結果に基づき

設定したマージンを考慮し，妥当な予測結果が与えられている。

また，ＪＥＡＣ４２０１－２００７における予測は，ＪＥＡＣ４

２０１－２００４における予測より高い値を与える結果となっ

ている。  
        ＪＥＡＣ４２０１－２００７における予測では，胴板および再

循環水入口用ノズルの関連温度は現時点（平成 22年度末）でそ

れぞれ 40℃，50℃程度となる。その際の最低使用温度は，胴板

および再循環水入口用ノズルで，材料の破壊靱性を考慮すると，
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現時点（平成 22年度末）で 59℃，89℃程度と算定される。 

      イ．上部棚吸収エネルギーの評価 

        上部棚吸収エネルギーの変化についてＪＥＡＣ４２０１－２

００７に基づき評価した結果を表 10に示す。 

        最も上部棚吸収エネルギーが低下するのは母材であり，現時点

（平成 22年度末）で 87J程度となっており，ＪＥＡＣ４２０６

－２００７で要求されている 68Jを上回っている。 

 

       以上の結果から，胴板およびノズルの中性子照射脆化が問題とな

る可能性は小さい。今後もプラントの状況に応じて適切な時期に監

視試験を実施し，破壊靭性の変化を把握するとともに，ＪＥＡＣ４

２０１－２００７等の脆化予測式に基づき，漏えい試験時の最低使

用温度を管理していくことに加え，供用期間中検査に基づく超音波

探傷試験および漏えい試験を実施していくことで健全性は維持で

きると判断する。  
 

表７ 監視試験結果 

関連温度（℃） 
上部棚吸収 

エネルギー（J） 監視 

試験 

中性子照射量 

(×1022 n/m2，E＞１MeV) 
母材 

溶接 

金属 

熱影 

響部 
母材

※２
 
溶接 

金属 

熱影 

響部 

初期値 0 －23 －23
※３
 －23 172 190 177 

第１回 

（加速） 

1.3 

(約 19EFPY相当)
※１
 

6 －6 6 168 178 183 

第２回 
0.23 

(約 5.5EFPY相当)
※１
 
－5 －12.5 6 181 189 189 

第３回 
1.01 

(約 15EFPY相当)
※１
 

21 1 19 151 163 166 

※１ 内表面での相当ＥＦＰＹ（定格負荷相当運転年数） 

※２ Ｌ方向の値（試験片の長手方向が圧延方向に平行な試験片による値）  
※３ 関連温度に基づく管理に変更する前の値 



３．３ 保守管理 

 ３．３－３１ 

 

表８ 関連温度予測値と最低使用温度（ＪＥＡＣ４２０１－２００７） 

評価 

時期 
評価対象 材料 

関連温度 

初期値 

（℃） 

関連温度 

移行量※１ 

（℃） 

関連温度 

（℃） 

最低 

使用温度 

（℃） 

母材 －23 ＋63 40 

溶接金属 －43 ＋37 －6 胴板 

熱影響部 －23 ＋63 40 

59 

母材 －10 ＋60 50 

溶接金属 －43 ＋37 －6 

現時点 

(平成 22

年度末) 
再循環水 

入口用 

ノズル 

熱影響部 －10 ＋60 50 

89 

※１ １／４ｔ位置での予測値 

 

表９ 関連温度予測値と最低使用温度（ＪＥＡＣ４２０１－２００４） 

評価 

時期 
評価対象 材料 

関連温度 

初期値 

（℃） 

関連温度 

移行量※１ 

（℃） 

関連温度 

（℃） 

最低 

使用温度 

（℃） 

母材 －23 ＋54 31 

溶接金属 －43 ＋40 －3 胴板 

熱影響部 －23 ＋54 31 

50 

母材 －10 ＋31 21 

溶接金属 －43 ＋28 －15 

現時点 

(平成 22

年度末) 
再循環水 

入口用 

ノズル 

熱影響部 －10 ＋31 21 

60 

※１ １／４ｔ位置での予測値 
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表 10 上部棚吸収エネルギーの予測値  （単位:J） 

上部棚吸収エネルギー※１ 
評価時期 

母材※２ 溶接金属 熱影響部 

初期値 112 190 177 

現時点（平成 22年度末) 87 146 138 

※１ １／４ｔ位置での予測値 

※２ 母材については試験片の長手方向が主加工方向に並行な方向（Ｌ

方向）から採取した結果のため，0.65倍とする補正を行った。 

 

     ⅱ．耐震安全性評価 

       中性子照射脆化については，技術評価において最低使用温度の評

価および上部棚吸収エネルギーの評価を実施し，健全性評価上問題

のないことを確認した。 

       ここでは，原子炉圧力容器円筒胴（炉心領域）について，現時点

（平成 22年度末）においてＳs地震を考慮した場合の圧力・温度

制限曲線を求め健全性を評価した。評価はＪＥＡＣ４２０６－２０

０７に基づき，欠陥は，深さを原子炉圧力容器の板厚の１／４倍，

長さを板厚の 1.5倍とし，地震荷重の寄与が大きい周方向および評

価上厳しい軸方向の両方を想定した。 

       資料３．３－６に原子炉圧力容器の最低温度要求および線形破壊

力学に基づく圧力・温度制限曲線の評価結果を示す。ここで，16℃

の最低温度要求は原子炉圧力容器の圧力が供用前の水圧試験圧力

に対する比率 20％以下の場合で，ボルト締め付けによる荷重が作

用する主フランジ部の関連温度ＲＴＮＤＴ（-17℃）を用いている。

また，89℃の最低温度要求は，現時点（平成 22年度末）において

原子炉圧力容器の圧力が供用前の水圧試験圧力の比率 20％を超え

る場合で，耐圧・漏えい試験に対して要求される温度であり，ＪＥ

ＡＣ４２０６－２００７に従う方法により最低温度の要求値とし

て求まるものである。 

       欠陥を想定した線形破壊力学に基づく圧力・温度制限曲線は，Ｊ

ＥＡＣ４２０６－２００７にて次式で与えられる静的破壊靭性 

（ＫＩＣ）を，応力拡大係数が超えないよう求められるものである。 

          KIC=36.48＋22.78exp［0.036（T-RTNDT）］（MPa m） 

       応力拡大係数は内圧の関数であることから，資料３．３－６に示

すケース１からケース４の内圧と金属温度Ｔとの相関曲線が得ら

√  
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れる。 

       胴板の定格運転圧力付近では，地震荷重を考慮しない場合，制限

曲線は周方向欠陥を想定した場合（ケース３）よりも軸方向欠陥を

想定した場合（ケース１）の方が高温側となる。周方向欠陥への地

震荷重を考慮した場合の制限曲線（ケース４）は，地震荷重を考慮

しない場合（ケース３）よりも高温側となる。軸方向欠陥への地震

荷重を考慮した場合の制限曲線（ケース２）は，地震荷重を考慮し

ない場合の曲線（ケース１）に対しほとんど変化しない。 

       ここでは，地震により支持スカート付け根部に発生する応力が保

守的に胴板に作用するものとして評価を行っているが，地震荷重に

より発生する応力は軸方向応力であり，非延性破壊防止評価上支配

的な応力（周方向応力）と応力の方向が異なることならびに，胴の

断面係数は非常に大きく，その発生応力は非常に小さいことから地

震荷重の影響は無視できると考えられる。 

       また，原子炉圧力容器の運転は資料３．３－６に示す飽和圧力－

温度線図に従うが，原子炉圧力容器の運転範囲の制限（上記２種類

の制限曲線を包絡した曲線）に対して十分な裕度があることから，

仮に地震を考慮しても中性子照射脆化に対する運転管理上の問題

はない。  
       なお，再循環水入口用ノズルコーナ部に対しても，胴板と同様に

地震荷重による応力方向が異なることおよびノズル管台が補強さ

れ，発生応力は非常に小さいことから，地震荷重の影響は無視でき

ると考えられる。さらに原子炉圧力容器の運転が飽和圧力－温度線

図に従うことを踏まえると，原子炉圧力容器の運転範囲の制限に対

して十分な裕度があるものと考えられ，胴板と同様に運転管理上の

問題はない。 

 

   （ｂ）炉心支持構造物 

     ⅰ．技術評価 

       中性子照射脆化は，材料が中性子照射を受けることにより靭性低

下等の機械的特性が変化する現象であり，中性子照射量が大きいほ

ど機械的特性の変化も大きいことが知られている。 

       炉内構造物で使用されているオーステナイト系ステンレス鋼は

原子炉圧力容器で使用されているフェライト系材料に比べ，靭性が

高く，脆性破壊が発生しにくい材料である。 

       しかしながら，炉心を取り囲む機器で高い中性子照射を受ける炉

心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，燃料支持金具および制御
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棒案内管のうち，最も照射量が高い上部格子板については，現時点

（平成 22年度末）の予想照射量は約 1.4×1025n/m2と想定され，中

性子照射による靭性低下が発生する可能性は否定できない。 

       ただし，炉心支持構造物に有意な欠陥が存在していなければ，中

性子照射により靭性が低下しても不安定破壊を起こす可能性は小

さく，プラントの状況に応じて計画的に水中カメラによる目視試験

を行うことで有意な欠陥の有無は確認可能である。 

     ⅱ．耐震安全性評価 

       照射誘起型応力腐食割れの耐震安全性の評価と合わせて行う。 

 

   ｃ．照射誘起型応力腐食割れ 

   （ａ）炉心支持構造物 

     ⅰ．技術評価 

       中性子照射を受けると材料（ステンレス鋼）自身の応力腐食割れ

の感受性が高まるとともに，材料周辺の腐食環境が水の放射線分解

により厳しくなることが知られている。照射誘起型応力腐食割れは，

この状況に引張応力が重畳されると粒界型応力腐食割れを生じる

現象である。 

       図１に示すように，ＢＷＲ環境下のステンレス鋼については，比

較的高い累積照射量を受けた場合に応力腐食割れの感受性への影

響が現れると考えられている。 

       炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，周辺燃料支持金具お

よび制御棒案内管は炉心を取り囲む機器であり高い中性子照射を

受けるため，照射誘起型応力腐食割れの感受性が増加する可能性が

ある。 

       炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板および周辺燃料支持金

具については，第 22回定期検査（平成 12年度）において取替を実

施しているが，評価対象機器の現時点（平成 22年度末）の予想照

射量は以下の値と想定され，上部格子板については，照射誘起型応

力腐食割れの発生する可能性は否定できない。 

 

       （SUS316系 中性子照射量しきい値：１×1025 n/m2 E>１MeV） 

       ・炉心シュラウド（中間胴）※１    約 6.6×1024 n/m2 

       ・上部格子板（グリッドプレート）※１ 約 1.4×1025 n/m2 

       ・炉心支持板※１           約 2.7×1023 n/m2 

       ・周辺燃料支持金具※１        約 8.4×1023 n/m2 

        ※１ 取替(第 22回定期検査(平成 12年度))後の予想照射量 
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       （SUS304系 中性子照射量しきい値：５×1024 n/m2 E>１MeV） 

       ・制御棒案内管            約 1.8×1024 n/m2 

 

       しかしながら，上部格子板については，グリッドプレート中央部

に溶接部はなく，運転中の差圧，熱および自重等に起因する引張応

力成分は低いことから，中性子照射量がしきい値を超えるものの照

射誘起型応力腐食割れの発生する可能性は小さい。 

       また，炉心シュラウド（中間胴），炉心支持板，周辺燃料支持金

具および制御棒案内管については，中性子照射量がしきい値を超え

ないことから，照射誘起型応力腐食割れは発生しないものと評価で

きる。 

       また，炉心支持構造物については，一般社団法人原子力安全推進

協会 「炉内構造物等点検評価ガイドライン」（以下，「ガイドライ

ン」という。）および社団法人日本機械学会 「発電用原子力設備規

格 維持規格（２００８年版）（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＡ１－２００８）」

（以下，「維持規格」という。）において，照射誘起型応力腐食割れ

に対して，規定する点検を実施することで健全性は維持できるとの

評価がなされており，プラントの状況に応じて計画的に水中カメラ

による目視点検を実施することで，健全性は維持できると判断する。 

     ⅱ．耐震安全性評価 

       炉心支持構造物の照射誘起型応力腐食割れにおける耐震安全性

評価では，中性子照射による靭性低下も考慮する必要があるが，耐

震安全性を検討した上で策定されているガイドラインおよび維持

規格に基づく計画的な点検を実施することで，原子炉の安全性は維

持されると考えられる。 

       また，現在のプラントが停止している状況を踏まえると，照射誘

起型応力腐食割れおよび中性子照射による靭性低下が生じること

はなく，上部格子板の照射誘起型応力腐食割れおよび中性子照射に

よる靭性低下が直ちに問題になることはないと判断する。 
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図１ 304，316ステンレス鋼のＩＧＳＣＣ破面率におよぼす中性子照射量の影響 
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   ｄ．高サイクル熱疲労 

   （ａ）原子炉再循環ポンプ 

     ⅰ．技術評価 

       原子炉再循環ポンプの高サイクル熱疲労は，メカニカルシール

（軸封部）へ注入されている低温のパージ水と高温の純水（一次冷

却材）混合部に温度変動が生じ，ポンプ主軸，ケーシングカバー表

面に熱疲労割れが発生する事象であり，複数のプラントで事例があ

る。 

       主軸，ケーシングカバーの熱疲労割れは，パージ水が流量大であ

り，純水（一次冷却材）との温度差が大きいほど発生ポテンシャル

が高まることが知られている。 

       原子炉再循環ポンプの高サイクル熱疲労については，第 29回定

期検査（平成 22年度）時に原子炉再循環ポンプＡ，Ｂ号機とも，

ヒータ付きサーマルバリアを採用したケーシングカバーへの取替

を行っており，純水（一次冷却材）（約 280℃）を利用したヒータ

により，パージ水（約 40℃）を昇温させている。これにより純水

（一次冷却材）との混合部における温度差を 30℃以下に低減し，

温度変動による熱応力変動量が１×1011回の繰り返し数における

設計疲労限に対し充分余裕があることをモックアップ試験装置に

おいて確認しており，高サイクル熱疲労割れ発生の可能性は小さい

と考えられる（社団法人日本原子力学会 「１９９２秋の大会」Ｐ

ＬＲポンプの信頼性向上に関する研究（10）総合評価）。 

       なお，主軸，ケーシングカバーについては，定期的に目視確認等

を実施し，健全性を確認している。 
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   ｅ．その他の経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

   （ａ）クラス１配管の腐食 

      炭素鋼配管の腐食（流れ加速型腐食）に対しては，超音波厚さ計に

よる肉厚測定等を実施した上，その結果に基づき余寿命を管理し，配

管の取替等を検討することとしている。 

      耐震安全性評価では，社団法人日本機械学会 「発電用原子力設備

規格 沸騰水型原子力発電所 配管減肉管理に関する技術規格（２００

６年版）（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＨ１－２００６）」において流れ加速型腐食

発生の可能性が低いとされているＦＡＣ－１管理範囲以外で，常時流

れがあり減肉の想定される範囲を評価対象として選定し，減肉が想定

される部位に必要最小厚さまで減肉が生じたと想定して地震時の発

生応力（地震力はＳs地震力）を評価した。 

      評価の結果を表 11に示す。 

      給水系炭素鋼配管について必要最小厚さまで減肉が生じたと想定

した配管において，一次応力評価では発生応力は許容応力を超えるこ

とはない。一次＋二次応力評価においては発生応力が許容応力を超え

ているが，疲れ累積係数が許容値より十分小さく，配管の腐食は耐震

安全性評価上問題ないと判断する。  
 

表 11 配管腐食に対する評価結果 

系統 地震力 応力種別 応力比※１ 
疲れ累積係数※２ 

(許容値１以下) 

一次 0.56 － 給水系配管 

(クラス１) 
Ｓs 

一次＋二次 1.49 0.151 

※１ 応力比＝発生応力／許容応力 

※２ 系統内の評価対象ライン中で一次＋二次応力最大の疲れ累積

係数 

 

Ⅳ．運転実績指標のトレンド 

  トレンドによる評価の対象機器は，重要度の高い安全機能を有する設備・機

器（「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平

成２年８月 30日原子力安全委員会決定）の異常発生防止系（ＰＳ）－１，２

および異常影響緩和系（ＭＳ）－１，２に該当する設備）のうち，長期間使

用している設備・機器とした。 
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  トレンド評価の結果，圧力・流量・動作時間等の機能については，全て所定

の判定基準を満足している。また，調査対象としている設備・機器における

性能変化の傾向としては，以下の３種類に大別できる。 

（１）長期的な傾向に影響を与える著しい変化は認められないもの 

（２）長期の使用により性能低下傾向が認められるもの 

（３）毎定検時に判定基準を満足するようメンテナンスを行うため，トレンドか

らは変化の傾向が判断できないもの 

  ここで，（２）については，非常用ガス処理系および中央制御室非常用循環

系のフィルタ性能が該当するが，判定基準を満足するよう適宜フィルタの交

換を実施している。また，（３）については主蒸気逃がし安全弁の吹き出し圧

力等が該当するが，メンテナンスにより判定基準を満足できる状態を維持で

きていることから，著しい傾向の変化はないと判断した。 

（資料３．３－７「設備・機器の性能変化傾向」参照） 

 

Ⅴ．総合評価 

（１）改善活動の評価 

   保守管理における保安活動の仕組み（組織・体制，社内マニュアル，教育・

訓練）および保守管理に係る設備について，保安活動における自主的改善

活動および不適合事象，指摘事項等における改善活動を適切に実施してき

ており，改善する仕組みが機能していることを確認した。 

 

（２）10年ごとの経年劣化管理 

   評価対象とした機器に対する経年劣化事象（低サイクル疲労，中性子照射

脆化，照射誘起型応力腐食割れおよび高サイクル熱疲労）について，技術評

価および耐震安全性評価を行い，問題がないことを確認した。また，前述の

経年劣化事象以外の劣化事象として，配管の腐食についても耐震安全性に問

題がないことを確認した。 

 

（３）運転実績指標のトレンド 

   保守管理に係る運転実績指標のトレンドについて，重要度の高い安全機能

を有する設備・機器の性能変化傾向を調査した結果，圧力・流量・動作時

間等の機能については，全て所定の判定基準を満足し，機能低下等の著し

い変化が認められるものはなかった。 

 

以上のことから，組織・体制，社内マニュアル，教育・訓練および設備に 

対する改善は確実に実施されており，現在の保守管理の仕組みは妥当であると

判断した。 
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Ⅵ．今後の取り組み 

  今後も原子力発電所の安全性と信頼性を確保するため，以下の取り組みを実

施し，保守管理の保安活動を継続的に改善していく。 

 また，平成 23年３月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力

株式会社福島第一原子力発電所事故については，同じ原子力事業に携わる者と

して重く受け止め，同事故により得られた知見に対する安全対策を確実に実施

していくとともに，同事故の全体像の解明が更に進み，新たな知見として整理

された段階で，必要な対策を適切かつ確実に実施していく。 

 

（１）不適合管理データの蓄積，分析 

   蓄積した不適合管理データの評価・分析を今後も継続的に行っていくこと

により，再発防止に努めていく。 

 

（２）保全の最適化 

   予防保全を見直し，保全の最適化を行うため，信頼性重視保全（ＲＣＭ）３

および状態基準保全（ＣＢＭ）４の適用を進めていく。 

 

（３）高経年化への取り組み 

   高経年化技術評価により抽出した追加保全については，今後のプラントの

状況を勘案しながら，適切に対応していく。 

 

（４）更なる安全性向上対策の実施  
東北地方太平洋沖地震により得られた知見を踏まえた更なる安全性向上

のため，防波壁の強化，免震重要棟の設置等の安全対策を確実に実施して

いく。  

                                                   
３ 信頼性重視保全とは，部品の劣化・故障状況および機器機能喪失の影響を考慮し，保全内容・

周期を決定する評価手法のことをいう。 
４ 状態基準保全とは，構築物，系統および機器の状態に基づいて保全の時期，内容を計画し，

実施する保全形態のことをいう。 
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－４１ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

１ H17.5 定期検査 自動減圧系に対する電気事業法施行規則

第 94条の３に基づく定期事業者検査とし

て，自動減圧系の排気管（放出口など含む）

に対する損傷，変形および異常の発生状況

の確認や，自動減圧系の容量を裏付けるた

めのストロークやノド部の確認を工事と

して実施しているとのことであるが，定期

事業者検査との関連においてその記録の

扱いを明確化しておくことが必要ではな

いか。 

（自動減圧系機能検査） 

組織・体制 ○ ○  

２ H17.5 定期検査 判定基準において，「116秒～120秒」と幅

を持たせているが，保安規定「信号後 120

秒以下」や自動逃し弁タイマー設定値「118

秒」との関連を含めて，根拠を文書に整理

しておくことが必要ではないか。また，事

故時操作要領書の備考欄に「120秒」との

記載があるが，判定基準を踏まえて「116

秒～120秒」と記載を改めることで，保守

管理と運転管理との整合性を図ることが

必要ではないか。（要領書１，29頁） 

（自動減圧系機能検査） 

組織・体制 ○  ○  

３ H17.5 定期検査 デジタルオシロの紙送りは，５mm/secの設

定にて検査が行われたが，記録紙に印字さ

れた寸法目盛りを実測するとやや小さめ

に印字されている。このオシログラフは目

盛りを自動的に印字するため，測定された

実際の時間はオシログラフが印字した目

盛りを基準に算出しており，この方法で算

出された値は妥当性を有すると思われる

が，計器の校正記録においては，時間軸と

の 関 係 を 含 め て 「 タ イ ムベ ー ス 確 度 ±

0.02％」の精度を有するとした判断根拠を

明確にしておくことが必要ではないか。 

（自動減圧系機能検査） 

組織・体制 ○  ○  

４ H22.5 是正処置 １号機点検計画表と点検実績との不整合

について（最終版） 
組織・体制 ○ ○  

５ H22.6 保安検査 島根原子力発電所の保守管理の不備およ

び品質保証の機能不全について 

組織・体制 △ － 

資 料

3.3－ 2

改 善 状

況 の 考

察 お よ

び 追 加

措 置

（ 保 守

管 理 －

１） 
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－４２ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

６ H22.8 是正処置 臨時たな卸しに伴う帳簿と現品の照合に

おける不整合について 
組織・体制 ○ ○  

７ H15.11 定期検査 線量当量率等の検査使用した測定器の番

号が記録されていないため，校正データの

確認ができない。 

（固体廃棄物貯蔵所管理状況検査） 

社内マニュアル ○ ○  

８ H15.12 定期検査 検査前確認事項が確認できなかった。 

・校正記録で露点温度計の塩化リチウムの

管理状況が確認できない。管理規程等がな

い。 

（原子炉格納容器漏えい率検査） 

社内マニュアル ○ ○  

９ H15.12 定期検査 検査前確認事項が確認できなかった。 

・温度・露点温度測定器が正規の位置に取

付けられていることの記録確認で日付の

不整合があった。さらに温度・露点温度測

定系および圧力測定系に異常のないこと

の記録確認で，記録の中の項目名が検査要

領書のものと不一致。 

（原子炉格納容器漏えい率検査） 

社内マニュアル ○ ○  

10 H15.12 定期検査 検査前確認事項が確認できなかった。 

・原子炉格納容器全体および基準容器が，

385kPaまで加圧されていることの確認に

ついて，原子炉格納容器内圧力計・基準容

器圧力計で 385kPa以上であることを現場

格納容器全体漏えい試験盤で確認した。た

だし計器名称は検査要領書記載のものと

は異なる。または記載のないものであっ

た。 

（原子炉格納容器漏えい率検査） 

社内マニュアル ○ ○  

11 H15.12 定期検査 その他 

・校正記録等の記録用紙上，なつ印が多く

押されているが，これらの印が中国電力職

員のものであるか，校正を行った社員のも

のであるか，工事を受けた社員のものであ

るか，全く不明である。 

・本検査全般に検査前確認事項の中国電力

における内容の把握・準備等が不十分。確

認すべき各項目において，実際に確認する

事項が明確になっておらず，また，中国電

力社内においても確認しているのかが不

明。 

（原子炉格納容器漏えい率検査） 

社内マニュアル ○ ○  

12 H15.12 定期検査 非常用ディーゼル発電機（Ｂ）の機関回転

速度が判定基準を満足しなかったため再

検査が必要。 

（非常用ディーゼル発電機，炉心スプレイ

系，低圧注水系，原子炉補機冷却系機能検

査） 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－４３ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

13 H15.12 定期検査 露点検出器端子間測定記録において，現場

で検査時作成した校正記録のメモ中，使用

試験器の記載を正式な記録へ転記する際

に誤記をしたことが判明した。 

原子炉主任技術者からは，本件の改善策と

して，現場からの記録は正規の記録紙を用

いること等を提示されているが，島根原子

力発電所の測定機器管理要領等に今回の

改善策を反映し，再発防止に努めること。 

（原子炉格納容器漏えい率検査） 

社内マニュアル ○ ○  

14 H15.12 定期検査 バウンダリ構成において，弁開閉状態一覧

で管理されていないバルブがあったこと

が判明したことから，管理対象となる弁の

見直しを図ること。 

（原子炉格納容器漏えい率検査） 

社内マニュアル ○ ○  

15 H16.8 保安検査 「配管減肉事象に係る点検に関する報告

について（H16.8.18付け NISA提出）」にお

けるアイソメ図中の偏流発生箇所の抽出

漏れおよび小口径配管の減肉管理対象範

囲の系統図へのマーキング漏れ 

社内マニュアル ○ ○  

16 H16.11 保安検査 ２号原子炉給水ポンプ駆動用タービン軸

封蒸気排気管の損傷 

（「配管肉厚管理計画書」の点検対象外） 

「配管肉厚管理計画書」のＱＭＳ上の位置

付けが不明確 

社内マニュアル ○ ○  

17 H16.11 保安検査 「保守管理要領」における「保全プログラ

ム及び策定」の位置付けの不明確 
社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－４４ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

18 H17.3 定期安全

管理審査 

平成 17年３月 17日に実施した定期事業者

検査「監視機能健全性確認検査（原子炉プ

ロセス計装）」（要領書番号：S1-73-6）の

実地審査において，次の事実が確認され

た。 

警報確認検査の警報復帰を確認する手順

は，圧力試験装置のブロー弁を開にして減

圧し，警報が復帰することを確認すると検

査要領書に記載されていたが，実際は圧力

試験装置の加圧ハンドルを操作して減圧

が実施されていた。また，この警報復帰の

確認手順は，警報発生の確認手順および圧

抜き手順と合わせた三つの手順を一つの

確認項目とした検査手順とされ，検査担当

者が複数の項目を一括確認するものとな

っていた。 

同社によれば，実際の減圧操作は加圧ハン

ドルで行うことが適正で慣習化されてい

るものの，検査要領書の手順に適正な慣習

化された手順と異なる手順を記載してい

たこと，他の確認項目と合わせて一括確認

する手順としていたことから，確実にチェ

ックできなかったとの見解であった。 

検査要領書の手順において，適正な慣習化

された手順と異なる手順および複数の項

目を一括確認する手順が定められていた

ことから，これは JEAC4111 8.2.4(1)「検

査及び試験は，業務の計画に従って，適切

な段階で実施すること。」に対して改善す

べき事項であると判断した。 

(参考) 圧力試験装置は，ピストン式の手

動ポンプであり，加圧ハンドルにてピスト

ン位置を操作して圧力調整を行うもので，

装置の出口にブロー弁を設けていた。 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－４５ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

19 H17.6 定期安全

管理審査 

平成 17年６月 10日に実施した「液体ポイ

ズン系設備検査（機能・性能）」（要領書番

号：S1-101-2，改正１）の実施審査におい

て，次の事実が確認された。 

検査要領書の判定基準は「ヒータが断線し

ていない」こととし，判定方法は「抵抗値

が無限大でないこと」により断線の有無を

確認することと定められていた。一方，電

気ヒーターの電気回路は，三相の各々相間

に２本のエレメントを並列接続したΔ結

線となっており，この結線された状態での

相間の抵抗測定を実施するとしていたこ

とから，電気ヒーターを構成するエレメン

ト１本の断線の有無は，この測定方法では

全エレメントの抵抗を測定することにな

るため，抵抗値が無限大とはならず確認で

きないものであった。 

同社は，１号機高経年化評価報告書の中で

電気ヒーターの導通試験を実施するとし

ていたことから，設備担当の機械保修課で

電気ヒーターの導通確認として抵抗測定

を行うこととして判定基準等を検討した

が，電気知識のある専門家を参画させてい

なかったことから，誤った確認方法が採用

されたとのことであった。 

確認方法を誤っていたことから，これは

JEAC4111 7.6(2)「組織は，監視及び測定

の要求事項との整合性を確保できる方法

で監視及び測定が実施できることを確実

にするプロセスを確立すること。」に対し

て改善すべき事項であると判断した。 

社内マニュアル ○ ○  

20 H17.6 是正処置 定期事業者検査「第１種供用期間中検査

（漏えい）」（S1-1-2）における不適合事項 
社内マニュアル ○ ○  

21 H17.6 定期検査 定期事業者検査要領書Ｐ８の（２）「機能・

性能検査」手順１で，「・・・尚，検査中，

検査実施責任者は原子炉圧力が通常運転

圧力より下がった場合は，検査を一旦中断

し原子炉圧力が復帰したことを確認して

検査を再開する。」と定められている。機

能・性能検査は原子炉圧力が通常運転圧力

で行われることが条件の一つである。した

がって，原子炉圧力が通常圧力より下がっ

た状態で機能・性能検査を実施した範囲に

ついては，再検査することを明記すべきで

ある。 

（制御棒駆動水圧系機能検査） 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－４６ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

22 H17.6 定期検査 定期事業者検査要領書Ｐ10の（２）「機能・

性能検査」手順 20で，「検査担当者は，抽

出した制御棒２本の座標を検査手順チェ

ックシートに記入し，準備が完了したこと

を検査実施責任者に報告する。」としてい

る。ダブルチェックのためには検査担当者

が抽出した制御棒２本の座標を記入した

検査手順チェックシートを検査担当者以

外の検査関係者が確認したほうが望まし

い。 

（制御棒駆動水圧系機能検査） 

社内マニュアル ○ ○  

23 H17.6 定期検査 定期事業者検査要領書Ｐ８の（２）「機能・

性能検査」手順１は，制御棒全 97本に関

する機能・性能に対する依頼（指示）等を

定めたものである。制御棒全 97本の 90％

スクラム時間データが最も遅かった制御

棒２本を抽出し，アキュムレータ圧力 6.7

ＭＰａで機能・性能検査を実施する前に

も，同様の依頼（指示）等が必要となる。

したがって，定期事業者検査要領書Ｐ10

の（２）「機能・性能検査」手順 21の前に

も手順１と同様の手順を入れたほうが好

ましい。 

（制御棒駆動水圧系機能検査） 

社内マニュアル ○ ○  

24 H17.6 定期検査 定期事業者検査要領書Ｐ10の（２）「機能・

性能検査」手順 24で，「検査実施責任者は

抽出した２本の制御棒の 90％挿入時間か

ら，アキュムレータ圧力 6.7ＭＰａにおけ

る全制御棒 97本の 90％スクラム時間が全

炉心平均で 5.0秒以下であることを評価

し，通常圧力での検査データが妥当なもの

であることを確認する。」としている。抽

出した２本の制御棒の 90％挿入時間から，

アキュムレータ圧力の異なる全制御棒 97

本の 90％スクラム時間が全炉心平均で 5.0

秒以下であることをどのように評価する

のか明記すべきである。また，評価した結

果，全制御棒 97本の 90％スクラム時間が

全炉心平均で 5.0秒以下であることを満足

しなかった場合の取り扱いについて設置

者の考えを整理しておいたほうが好まし

い。 

（制御棒駆動水圧系機能検査） 

社内マニュアル ○ ○  

25 H17.6 定期検査 原子炉格納容器の代表空間割合等の検査

結果の算出に係る数値については，検査結

果の妥当性の証明と後々のトレースのた

めに，その出典を明確にすべきと考える。 

（原子炉格納容器漏えい率検査） 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－４７ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

26 H17.6 定期検査 別添４に示すとおり，６月 19日に検査官

が「インリーク防止処置確認結果」を確認

し，シートリークがあった２弁についての

処置の記載が不明確であると気付事項と

してあげている。再度同記録を確認したと

ころ，事業者は処置内容についての詳細を

特段の手続き無しに追記していた。同記録

は品質保証活動に係る品質記録であり，こ

れに対する追記，訂正等に際しては，事業

者が定める「品質記録管理要領」に従った

手順で行う必要がある。本件については，

検査官からの指摘を受けて事業者はルー

ルに則った方法をあとづけで適用したが，

品質記録の管理を厳格に実施することは

検査結果の妥当性を証明する大前提であ

り，上記の管理要領のより一層の周知徹底

を図る必要がある。なお，追記された内容

は，事業者が実施した行為をより明確にす

るために補足説明を加えたものであり，結

果に影響するものではなかった。 

また，検査関連データの採取において，小

数点以下の数値の読み取りおよび記載の

方法が明確となっていない。これらのデー

タは検査結果である漏えい率の算出に用

いる数値ではなく，検査中の状態監視のた

めに採取しているものであるため，検査結

果の判定に影響するものではないが，計器

の読み取り方法についてのルールが必要

なのではないかと考える。 

（原子炉格納容器漏えい率検査） 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－４８ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

27 H17.6 定期検査 本定期事業者検査要領書の「Ⅰ検査目的」

には，４項目の機能検査（非常用ディーゼ

ル発電機機能検査，炉心スプレイ系機能検

査，低圧注水系機能検査および原子炉補機

冷却系機能検査）のそれぞれについて，検

査 目 的 と 関連 する 技 術 基準 の 条番 号 が

別々に記載されている。しかしながら，本

定期事業者検査は原子炉設置許可で想定

した事故シナリオ（原子炉冷却材喪失発生

時に外部電源喪失を同時に想定）を模擬

し，所定の時間内に非常用ディーゼル発電

機が必要な電圧を確立し，炉心スプレイ

系，低圧注水系および関連する原子炉補機

冷却系ならびに原子炉補機海水系の負荷

に，予め設定された順序で給電することに

より，これらの系統が所定の時間内に必要

な系統流量および全揚程を確立すること

を確認することをもって，技術基準への適

合性を判断するものである。 

このため「Ⅰ検査目的」には，４項目の機

能検査の相互関係と技術基準への適合性

について上記の原子炉設置許可の基本設

計の考え方を追記することで，本検査の検

査目的と検査内容の対応および技術基準

への適合性の考え方が明確になるものと

考える。 

（非常用ディーゼル発電機，炉心スプレイ

系，低圧注水系，原子炉補機冷却系機能検

査） 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－４９ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

28 H17.6 定期検査 「Ⅰ検査目的」のうち，「４．原子炉補機

冷却系機能検査」については，原子炉補機

冷却水系および原子炉補機海水系の機能

を検査するものであるにも関わらず，適合

性を判断する技術基準としては，第 17条

第２項（非常用炉心冷却装置）を引用して

いる。当該系統は，第 16条第５号の「原

子炉停止時に原子炉圧力容器内において

発生した残留熱を除去することができる

装置」に該当することから，当該系統の技

術基準への適合性を判断する条項は，第 16

条第５号とするべきである。また，本検査

では，原子炉補機冷却系の自動作動弁（９

弁）の全閉から全開への作動のみを確認し

ており，原子炉補機冷却系の機能について

は，別途，平成 17年３月 22日～４月７日

に「原子炉補機冷却系設備検査（機能・性

能，原子炉）」において別の検査として実

施されている。以上のことから，「４．原

子炉補機冷却系機能検査」については，原

子炉補機冷却系に係る２つの検査の実施

内容を踏まえて，技術基準第 16条第５号

への適合性の観点から，検査内容の統合等

の見直しと判定基準の見直しが必要と考

える。 

（非常用ディーゼル発電機，炉心スプレイ

系，低圧注水系，原子炉補機冷却系機能検

査） 

社内マニュアル ○ ○  

29 H17.6 定期検査 「Ⅰ検査目的」には機能検査としての「弁

動作検査」の記載がないにも関わらず「Ⅳ

検査方法」の中には「（２）弁動作検査」

として，炉心スプレイ系および低圧注水系

の注水弁の性能検査を実施することが記

載されている。このため，「Ⅰ検査目的」

において「弁動作検査」の項目を追加し，

本検査の位置づけ，検査内容，他の４項目

の機能検査との相互関係ならびに原子炉

設置許可の観点からの技術基準への適合

性との関連について追記するべきである。 

（非常用ディーゼル発電機，炉心スプレイ

系，低圧注水系，原子炉補機冷却系機能検

査） 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－５０ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

30 H17.6 定期検査 定期事業者検査要領書の「Ⅴ判定基準」で

は，数値の根拠として「使用前検査」を引

用していた項目があったが，使用前検査に

用いる判定基準が「工事計画書」であるこ

とから，「工事計画書」で数値の根拠がす

べて網羅される場合には，「工事計画書」

に変更することが必要と考える。 

（非常用ディーゼル発電機，炉心スプレイ

系，低圧注水系，原子炉補機冷却系機能検

査） 

社内マニュアル ○ ○  

31 H17.7 定期検査 運転性能検査では判定基準が高圧注水系

自動起動警報の点灯，ポンプの定格流量到

達時間（30.0秒以内），流量特性，流量，

吐出圧力，振動，異音，異臭および系統の

漏えいについては明記されているが，駆動

用タービンの動作状況については記載さ

れておらず，具体的な基準（異音，振動，

漏えい等の確認等）を要領書に明記するこ

とが望ましい。 

（高圧注水系機能検査） 

社内マニュアル ○ ○  

32 H17.7 定期検査 弁の動作試験では判定基準が 30.0秒以内

に動作することは明記されているが，弁の

動作状況については手順書に『全閉→全

開』を確認することとしか記載されておら

ず，具体的な基準（異音，振動，円滑な動

きの確認等）を要領書に明記することが望

ましい。 

（高圧注水系機能検査） 

社内マニュアル ○ ○  

33 H17.8 定期検査 技術基準第 34条第３項の技術基準への適

合性を確認することとしているが，この点

について確認したところ，技術基準第 16

条第２号の適合性を間接的に確認すると

のことであったが，確認するのであれば，

両技術基準の関係を明確化すべきである。 

（総合負荷性能検査） 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－５１ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

34 H17.8 定期検査 測定項目に制限値が設定されていないも

のがある。当該定期事業者検査要領書によ

れば，制限値を満足しない場合には，定期

事業者検査実施要領に基づき対処するこ

ととなっているが，目標値があっても制限

値が設定されていないものについて，測定

データの妥当性を確認するという取り決

めはあるものの取扱いが不明確である。 

また，測定値は目標値を目安として安定し

ていることを確認するものと考えられ，そ

のためにも目標値の意味（測定値とどの程

度異なった場合，問題となるか，目標値を

大幅に逸脱しても他のインターロック機

能により原子炉停止される等）を整理して

おくほうが望ましい。 

（総合負荷性能検査） 

社内マニュアル ○ ○  

35 H17.8 定期検査 技術基準第 13条第３項の技術基準への適

合性を確認することについては，発電用原

子力設備に関する技術基準を定める省令

（昭和 40年通商産業省令第 62号）第 34

条第３項で準用規定が適用されているこ

とからも妥当であるが，参考として間接的

に確認していることについては，確認行為

としての扱いが不明確である。 

（蒸気タービン性能検査（性能）） 

社内マニュアル ○ ○  

36 H17.8 定期検査 測定項目に制限値が設定されていないも

のがある。当該定期事業者検査要領書によ

れば，制限値を満足しない場合には，定期

事業者検査実施要領に基づき対処するこ

ととなっているが，目標値があっても制限

値が設定されていないものについて，測定

データの妥当性を確認するという取り決

めはあるものの取り扱いが不明確である。 

また，測定値は目標値を目安として安定し

ていることを確認するものと考えられ，そ

のためにも目標値の意味（測定値とどの程

度異なった場合，問題となるか，目標値を

大幅に逸脱しても他のインターロック機

能によりタービントリップする等）を整理

しておくほうが望ましい。 

（蒸気タービン性能検査（性能）） 

社内マニュアル ○ ○  

37 H17.9 保安検査 美浜３号事故を受けた配管肉厚管理にお

ける検査対象箇所の選定不適切 
社内マニュアル ○ ○  

38 H18.7 予防処置 コンセント負荷制限未実施に伴う不具合

について 
社内マニュアル ○ ○  

39 H18.9 予防処置 部品製作時の異物混入に伴う不具合 

 
社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－５２ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

40 H18.10 定期安全

管理審査 

【「点検計画」，「点検計画表」の管理】 

(1)平成 18年９月 12日に定期検査として

記録確認した「制御棒駆動機構分解検査

（要領書番号：S1-26-Ⅱ-22）」において，

制御棒駆動機構の対象座標を確認したと

ころ，１本の制御棒駆動機構について対象

座標が「検査要領書」では F-06，「点検計

画表」では F-01となっており不整合が生

じていた。 

同社の説明によると，正は F-06であるが，

検査主管課である機械保修課が「点検計画

表」を改正する際に，誤って F-01を点検

対象としたとのことであった。 

正しい座標の制御棒駆動機構を検査して

おり定期検査としての技術基準適合性に

ついては，問題が無かったが，検査計画の

基本となる「点検計画表」に係る事象であ

ることから，本機の定期安全管理審査でフ

ォローすることとした。 

(2)平成 18年 10月 11日，12日に実施し

た「ステンレス製配管検査（塩分測定等）

（要領書番号：S1-26-Ⅲ-90）」の実地審査

において，「点検計画」及び「点検計画表」

を確認したところ，目視検査の実施頻度が

「点検計画表」では１回／２定検あるのに

対し，「点検計画」では１回／１定検とな

っており不整合が生じていた。 

同社説明によると，検査主管課である機械

保修課から「点検計画」および「点検計画

表」を管理している保修管理課に本検査に

係る「点検計画」および「点検計画表」の

策定（１回／２定検）が出され，これを受

けて保修管理課が「点検計画」および「点

検計画表」をデータベース（グローバルフ

ァイル）に追加登録したが，「点検計画」

への入力ミスに気付かなかったとのこと

であった。 

 

上記２件の当機構による事実確認を受け

て，同社は，本機の今回の定期事業者検査

に係る「点検計画」，「点検計画表」および

「検査要領書」の水平展開調査を実施し

た。その結果，上記２件の他に「点検計画」

（約 600頁）に設備の記載漏れ等 35件，

「点検計画表」（約 3000頁）に点検時期の

誤記等 63件の不整合が確認され，同社が

その訂正を完了したことを平成 19年３月

２日に確認した。 

以上の事実から，定期事業者検査の基本文

書である「点検計画」，「点検計画表」に不

整 合 が あ っ た こ と か ら ， JEAC4111 

4.2.3(2) a) 「発行前に，適切かどうかの

観点から文書を承認する。」に対し改善す

べき事項であると判断した。 

社内マニュアル ○ ○  
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３．３－５３ 
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再発 

の 

有無 

備考 

41 H18.11 定期検査 アキュームレータ圧力および原子炉圧力

については，運転条件により若干高めに設

定して検査が実施されている。なお，この

状態では，設備の特性上，スクラム時間の

測定結果が短く計測され，計測結果が非保

守側になる性質を有している。 

このため，計測結果については，適切な補

正を施した上で，技術基準適合性を確認す

べきものである。 

このため，本定期事業者検査要領書（第３

次改正）では，計測結果に対する補正につ

いて，成績書の別紙－５を用いて評価を加

えた上で，本検査の判定基準に照らして判

定していることを確認した。 

しかしながら，上述のとおり，本定期事業

者検査対象設備の特性を踏まえれば，測定

したスクラム時間をそのまま判定に用い

ることが適切ではないことから，補正を成

績書の別紙－５で行うだけではなく，要領

書の本文の「Ⅳ．検査方法」においてその

旨を明確に記載し，検査結果の妥当性・適

切性を裏付けるために，このアキュームレ

ータ圧力および原子炉圧力による影響評

価に必要なプロセスを要領書本体に記載

するほうが望ましい。 

また，補正の基礎となるアキュームレータ

運転制限値下限圧力における試験結果に

ついては，今回の定期事業者検査の結果に

おいては，運転開始時の起動試験データお

よび第 25回定期事業者検査データを元に

している。今後，こうしたデータについて

は，最新のデータを適宜採取し活用してい

くことが望ましい。 

その他，本定期事業者検査における技術基

準適合性確認に必要なプロセスについて，

従来からの慣習を基本としながらも，適切

なものとなるよう不断の見直しを行い，現

状において，適切なものとしていく取り組

みが必要と考える。 

（制御棒駆動水圧系機能検査） 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－５４ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

42 H18.11 定期安全

管理審査 

平成 18年 11月７日に実施した「配管肉厚

検査（要領書番号：S1-26-Ⅲ-86）」の実地

審査において，復水フィルタ出口ヘッダー

配管（Ｆ系）について超音波厚さ計による

通常測定（50mmピッチで測定）で測定さ

れた肉厚が製造上の最小厚さ未満となっ

た箇所（以下「精密測定ポイント中心」と

いう。）に対して，追加して精密測定（精

密測定ポイント中心周辺を 10mmピッチで

測定すること。）を協力会社検査員が実施

していたが，測定ポイントマーキングにつ

いて以下の事実を確認した。 

・超音波厚さ計による肉厚測定方法を規定

した「配管肉厚管理手引書」においては，

精密測定ポイント中心の周囲 100mm角の

範囲内全てを 10mmピッチで規定されたマ

ーキングを施し測定することになってい

る。 

しかし，実際のマーキングは一部のみであ

り 100mm角の範囲内全てについてはマー

キングが施されていなかった。 

協力会社検査員は規定されたマーキング

がない状態でケガキ線の交点で測定して

いたことおよび実地審査した上記配管（Ｆ

系）以外の精密測定においては，適切にマ

ーキングされていたことを聞き取りおよ

び記録により確認した。 

「配管肉厚管理手引書」に規定されている

測定ポイントマーキングが一部実施され

ていないことから，JEAC4111 8.2.4(1)

「検査及び試験は，業務の計画に従って，

適切な段階で実施すること。」に対し改善

すべき事項であると判断した。 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
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３．３－５５ 
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実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

43 H18.11 定期安全

管理審査 

本定期事業者検査である「原子炉格納容器

漏えい率検査」については，前回定期事業

者検査まで測定機器として重要な基準容

器の容積が適切ではなかったことが判明

したことから，基準容器の容積を適切なも

のに改造し，今回の定期事業者検査で始め

て測定したものであることから，24時間

測定としている。この旨が，改正履歴には

記載されているが,本文にはこうした記載

がない。 

この定期事業者検査は，①計器校正，取付，

②基準容器試験，③局部漏えい試験，隔離

弁間漏えい試験，④弁分解点検作業，⑤バ

ウンダリ構成，⑥格納容器加圧，漏えい確

認，⑦データ測定，⑧降圧，復旧を適切に

行うためのものであり，これらをカバーす

る定期事業者検査の中での範囲が広く，管

理対象設備についても非常に多い特徴を

有している。 

このため，本検査の目的を明確にし，それ

を適切に実現するためのプロセス構築を

適切に行うことが不可欠である。 

しかしながら，本定期事業者検査要領書で

は，格納容器加圧，漏えい確認，データの

測定など，格納容器漏えい率測定を主に記

載されており，その他関連する作業は別冊

にとりまとめられているが，格納容器漏え

い率検査にかかる作業全般のワークフロ

ー，各プロセスの相互関係が明確でなかっ

た。 

本検査の事案の性質を踏まえると，大プロ

セス，中プロセス，小プロセスなど，プロ

セスの大小によってワークフローを整理

するなどして管理していくことも必要で

ある。 

本検査要領書については，他電力において

平成 14年に発生した格納容器漏えい率検

査の偽装に対して，不正の入り込む余地を

排除すべく作成した要領書を基本として

いるようであるが，適切な定期事業者検査

として，どうあるべきか，要求事項に照ら

して，再整理することが必要である。技術

基準適合性確認に必要なプロセスについ

て，従来から慣習を基本としながらも，適

切なものとなるよう不断の見直しを行い，

現状において，適切なものとしていく取り

組みが必要と考える。 

社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
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実施 

状況 
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の 
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備考 

44 H18.11 定期安全

管理審査 

露点温度などの監視パラメータは測定時

間毎に計測されているものの，単に最終的

な漏えい率を得るためのデータとして記

録するものではなく，計測過程の状態推移

を的確に掌握できるように適宜に多面的

な分析を行い，原子炉格納容器の状態変化

（トレンド）を把握しながら適切な技術的

評価を行うことも重要である。 

また，確認資料リスト４に示す「圧力静定

の判定基準について(H16.10.14)」の中で，

「原子炉格納容器内温度および露点温度

を 15分毎にプロットし，グラフがほぼ直

線的になった時点を測定する。」との判定

基準について，『これは，JEAC4203試験標

準方案（基準容器法）4.3項「測定開始基

準時刻の決定」での判定方法と同じであ

る。』と解説されている。しかし，JEAC4203

の 4.3項では，「差圧又は％漏えい量をプ

ロットし，それらのグラフがほぼ直線的に

変化するようになった時刻」と解説されて

おり，両者の解説において相違があること

から今後確認することが必要と考える。 

社内マニュアル ○ ○  

45 H18.11 定期安全

管理審査 

記載の適正化が望ましい点（非常用ディー

ゼル発電機自動起動時間測定の開始点等）

を指摘した結果，事業者は次回検査への反

映事項とする旨の回答があった。 

社内マニュアル ○ ○  

46 H18.11 定期安全

管理審査 

Ⅰ系統炉心スプレイ系系統流量のループ

精度の確認において，流量変換器と流量記

録計との間に設置されている抵抗（精度：

0.2％）が考慮されていなかった。 

この抵抗を考慮して評価した結果，当所の

ループ精度に影響を与えるものでないこ

とを確認した。事業者は今後は抵抗の精度

をループ精度の評価に加える旨の回答が

あった。 

社内マニュアル ○ ○  

47 H18.11 定期安全

管理審査 

他電力で発生した事象の反映として，機能

検査時非常用ガス処理系の放射線モニタ

指示についても確認することを検査要領

書に記載することが望ましい。 

社内マニュアル ○ ○  

48 H19.1 予防処置 ２号機Ｂ－第３給水加熱器水位警報発報

事象について 
社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
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３．３－５７ 
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実施 

状況 
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の 
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49 H19.1 定期安全

管理審査 

平成 19年１月 18日，19日に実地審査と

して実施した「給・復水系設備検査（機能・

性能）（要領書番号：S1-26-Ⅲ-41-2）」に

おいて，検査要領書に記載された振動の判

定基準について以下の事実を確認した。 

検査要領書では，原子炉給水ポンプ電動機

（以下「電動機」という。）の振動につい

ては，判定基準は 82μｍ以下となってい

た。しかし同社が提示したメーカー文書で

は，電動機の振動の管理値は 36μｍ以下

となっていた。 

なお，電動機の実際の振動測定値は 36μ

ｍ以下であった。 

 本検査における電動機の振動の判定基

準（82μｍ以下）根拠について，同社に確

認したところ，以下の説明があった。 

・本検査は通常運転ではなく振動が高くな

るミニマムフロー運転での検査であるこ

とから，ポンプの振動の判定基準は通常運

転時管理値ではなく「軽水型原子力発電所

の運転保守指針」（JEAG4803-1999）に従い，

設計流量の 20％より少ない流量で試験を

行う場合の判定基準 82μｍ以下を採用し

た。電動機についても同条件下でポンプと

直結しているため，ポンプと同じ 82μｍ

以下を判定基準として採用した。 

・しかし，機構の質問を受けてあらためて

電動機メーカーに確認したところ，「電動

機の振動の管理値はミニマムフロー運転

でも 36μｍ以下である」との回答があっ

たことから，電動機の振動の判定基準は

36μｍ以下が妥当であると判断する。 

電動機の振動の判定基準を適切に定めて

い る と は 言 え な い こ と か ら ， JEAC4111 

7.1(3) 「業務の計画に当たっては，組織

は次の事項について該当するものを明確

にすること。C)その業務のための検証，妥

当性確認，監視，検査及び試験活動，並び

にこれらの合否判定基準」に対して改善す

べき事項であると判断した。 

社内マニュアル ○ ○  

50 H19.7 予防処置 ２号機制御油ポンプ自動起動テスト電磁

弁（PSV235-11B）作動不良 
社内マニュアル ○ ○  

51 H19.7 予防処置 ２号機Ｂ－所内変圧器冷却ファン（２群

-No.６）のうなり音について 
社内マニュアル ○ ○  
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資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
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実施 
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再発 

の 
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備考 

52 H20.2 定期安全

管理審査 

平成 20年２月５日に実施した実地審査に

おいて以下の事象を確認した。 

定期事業者検査の「構造健全性検査（機械

関係分）」における計装用空気圧縮機空気

槽の健全性確認は，通常運転状態で外表面

から著しい漏えいがないことを発泡液に

より確認するとしている。 

しかしながら，本検査においては，使用さ

れた発泡液の有効性の確認が行われずに

漏えい検査が実施された。 

検査が終了した後，同発電所はＪＮＥＳ審

査員からの発泡液に対する確認事項（発泡

液のロット番号の成績書への記載につい

て，試験成績書の提示等）について調査し

たところ，使用した発泡液は 2000年５月

製造の品で，メーカー保証期間である「製

造日から２年間」を大幅に超過しているこ

とが判明した。 

検査前段階において，合否判定に影響を与

える発泡液の有効性の確認が行われてい

なかったことは，JEAC4111 7.1.(3)c)「業

務の計画に当たっては，組織はその業務の

ための検証，妥当性確認，監視，検査及び

試験活動，並びにこれらの合否判定基準を

明確にすること。」に対し改善すべき事項

であると判断した。 

社内マニュアル ○ ○  
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53 H20.4 定期安全

管理審査 

平成 20年４月１日に実施した特別な検査

である「高圧注水系設備検査（機能・性能）」

の実地審査において以下の事実を確認し

た。 

検査要領書の高圧注水系蒸気タービン機

械式非常用調速装置作動試験の判定基準

は，「設定速度 5000±80ｒｐｍにて動作し，

動作時に中央制御室 903盤警報「タービン

トリップ」が発報すること。」と規定され

ていた。また検査手順にて，「蒸気入口弁

（ＭＶ24－３）及び主塞止弁（ＨＶ24－１）

が全閉したことの確認。」の確認行為が規

定されていた。 

しかしながら，機械式非常用調速装置作動

時に，「タービントリップ」警報が発報し

なかった。また，合わせて作動するとして

いた蒸気入口弁（ＭＶ24－３）が閉動作し

なかった。 

本件に関し同発電所より判定基準を満足

していないため不適合であり，調査を行う

との報告を受けた。 

同発電所によりシーケンスを調査した結

果，機械式非常用調速装置作動時には「タ

ービントリップ」警報は発報しないこと及

び蒸気入口弁（ＭＶ24－３）は閉動作しな

いことが分かり，定期事業者検査要領書の

誤りであるとの報告を受けた。 

以上のことから，検査要領書に機械式非常

用調速装置の作動時に発報しない警報名

を記載，また閉動作しない弁を閉動作する

としていたことは，JEAC4111 7.1.(3)c）「業

務の計画に当たっては，組織はその業務の

ための検証，妥当性確認，監視，検査及び

試験活動，並びにこれらの合否判定基準を

明確にすること。」に対し改善すべき事項

であると判断した。 

社内マニュアル ○ ○  

54 H20.10 予防処置 ２号機Ａ-燃料プール冷却系フィルタプリ

コート材漏えいについて 
社内マニュアル ○ ○  

55 H20.10 予防処置 ２号機タービンバイパス弁の弁箱内弁座

ｶﾞｽｹｯﾄ面他の浸食について 
社内マニュアル ○ ○  

56 H20.11 予防処置 ２号機Ｂ-原子炉保護系ＭＧ軸受部の異音

発生について 
社内マニュアル ○ ○  

57 H21.6 予防処置 １号機インターロック試験（電気担当分）

実施時の予備変圧器受電遮断器の自動投

入 

社内マニュアル ○ ○  



３．３ 保守管理 
 

資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－６０ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

58 H21.9 定期安全

管理審査 

AV52-52弁の「目視・表面検査記録」の表

面検査（浸透探傷検査）の結果チェック欄

にレ点がなく，指示模様の有無と浸透探傷

検査結果良否が不明の状態であったにも

かかわらず，検査手順の中で表面検査結果

が判定基準を満足するとして，当該定期事

業者検査の結果が「合格」とされていた。 

事業者によれば，検査担当者は当該弁の浸

透探傷結果が問題ないことを確認してい

たが，検査手順では表面検査結果の記録を

確認することとなっており，表面検査記録

の検査結果欄にレ点がない状態では検査

手順の内容を確認したことにはならない

ことから，当該弁についての表面検査を再

度実施することを決定した。その後の再検

査の結果，適切に作成された検査記録によ

って当該弁の検査結果は判定基準を満足

することが確認されたが，事業者は品質管

理の観点から記録の記載漏れや不適切な

判 定に 対す る原 因究 明や 是正 処置を 検

討・実施するとしていることから，定期安

全管理審査にてフォローすることとする。 

社内マニュアル ○ ○  

59 H22.7 予防処置 ２号機燃料取替機走行レールと転倒防止

金具の接触について 
社内マニュアル ○ ○  



３．３ 保守管理 
 

資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－６１ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

60 H22.10 定期安全

管理審査 

平成 22年 10月 14日，22日，25日，26

日に保守管理の不備に係る事案に対する

審査を実施した結果，今保全サイクル(第

28保全サイクル)で実施した定期事業者検

査項目のうち「主要弁検査（TIP ボール

弁）」の点検実績において，以下の事実を

確認した。 

同発電所のマニュアル「点検計画作成・運

用手順書」には，以下の項目が定められて

いる。 

【点検実績の反映】 

点検実績の反映は設備主管課長が，工事報

告書の点検記録を確認し，『「点検計画表」

策定・変更書』により点検実績の反映（計

画どおり実施されない場合を含む)を保修

管理課長に通知する。保修管理課長は，各

課長からの通知に基づき「点検計画表」を

変更する。 

【点検実績の確認】 

保修管理課長は，設備主管課長からの通知

に基づき実績を反映した「点検計画表」に

て，実績反映箇所の確認を設備主管課長に

依頼する。 

設備主管課長は，保修管理課長からの依頼

に基づき「点検計画表」に点検実績が反映

されている事を確認する。 

第 28 回定期事業者検査要領書[主要弁検

査(TIP ボール弁)：S1-28-Ⅲ-77-8]の検査

対象である TIP ボール弁(MV94-1A～1C)の

定期事業者検査の実施状況を確認したと

ころ，次表のとおり検査要領書では分解検

査の計画はなく，また，定期事業者検査成

績書の記録も確認できなかった。 

一方，予実績を管理している「点検計画表」

には当該弁は点検実績があるものとして

“●”注が記載されていた。 

なお，「点検計画表」の当該弁の段落には

定期事業者検査項目と，協力事業者が請負

って実施する点検内容が記載されている

が，協力事業者に点検を発注した仕様書お

よび点検記録においても計画および実績

は確認できなかった。 

定期事業者検査を実施していないにも関

らず，予実績を管理している「点検計画表」

に実績反映が正しく実施されていないこ

とは，JEAC4111-2009/7.5.3(2)「組織は，

業務の計画及び実施の全過程において，監

視及び測定の要求事項に関連して，業務の

状態を識別しなければならない。」に対し

て，改善すべき事項であると判断した。 

社内マニュアル ○ ○  

        



３．３ 保守管理 
 

資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－６２ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

61 H23.6 定期安全

管理審査 

「島根１号機 第 29保全サイクル定期事

業者検査「中央制御室非常用循環系機能検

査 (S1-29-Ⅱ -31）」 の 再 検 査 に つ い て

(H23.6.3）」について，事業者から連絡を

受け確認した結果，以下の事実を確認し

た。 

・検査担当課（発電部(第一発電））は，中

央制御室非常用循環系機能検査（S1-29-

Ⅱ-31）に係る機器のうち，「点検計画表」

で点検が予定されている機器（中央制御室

非常用循環送風機入口ダンパ（AD64-7）お

よび中央制御室非常用循環送風機バイパ

スダンパ(AD64-8）の分解点検が当該系統

の作業工程調整段階において計画されな

かったため，結果として，予定していた分

解点検が未了の状態で，当該機能検査を実

施した。 

・点検担当課（保修部（タービン））は，

中央制御室非常用循環系機能検査（S1-29-

Ⅱ-31）終了時に，「点検計画表」に基づい

て，当該機能検査に係る機器（中央制御室

非常用循環送風機入口ダンパ（AD64-7）お

よび中央制御室非常用循環送風機バイパ

スダンパ(AD64-8））の分解点検を実施し

た。 

・検査担当課（発電部（第一発電）），点検

担当課(保修部（タービン）），工程担当課

（保修部（保修管理））の間で，中央制御

室非常用循環系機能検査（S1-29-Ⅱ-31）

を実施するにあたって，当該機器（中央制

御 室 非 常 用 循 環 送 風 機 入 口 ダ ン パ

（AD64-7）および中央制御室非常用循環送

風機バイパスダンパ(AD64-8））の点検実施

有無の確認調整が十分に行われなかった

ことから，結果として機能検査後に分解点

検を実施するに至った。 

社内マニュアル ○ ○  

62 H16.3 是正処置 ２号機原子炉再循環ポンプ点検工事（第１

１回定期検査） 
教育・訓練 ○ ○  

63 H21.3 予防処置 １号機制御棒誤挿入について 

 
教育・訓練 ○ ○  

64 H22.7 予防処置 ２号機導電率変換器購入仕様誤り 

 
教育・訓練 ○ ○  

65 H16.8 保安検査 １号機定期試験「Ⅰ系統原子炉補機冷却系

／原子炉補機海水系ポンプ手動起動試験

におけるポンプ停止時のＤ－原子炉補機

冷却水ポンプの逆転および定期試験チェ

ックシート「試験結果欄」への記載不備 

設備 ○ ○  



３．３ 保守管理 
 

資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－６３ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

66 H17.3 是正処置 定期事業者検査「主要弁検査（タービン建

物）」（要領書番号：S1-136-2）目視検査に

おける不適合事項 

設備 ○ ○  

67 H17.7 是正処置 １号機Ｅ－原子炉格納容器真空破壊弁全

閉確認不能 
設備 ○ ○  

68 H18.10 是正処置 １号機復水貯蔵タンク水位計配管取付部

の腐食について 
設備 ○ ○  

69 H18.11 是正処置 １号機復水フィルタ出口ヘッダー配管減

肉事象について 
設備 ○ ○  

70 H18.11 予防処置 雑固体焼却設備雑固体投入機投入ダンパ

リミットスイッチのリード先端部ローラ

破損 

設備 ○ ○  

71 H18.11 予防処置 １号機Ｃ－復水デミネ樹脂移送時の水漏

れについて 
設備 ○ ○  

72 H18.12 予防処置 １号機Ａ－ベーパエキストラクタ用電動

機冷却ファン折損について 

設備 △ － 

資 料

3.3－ 2

改 善 状

況 の 考

察 お よ

び 追 加

措 置

（ 保 守

管 理 －

２） 

73 H19.11 是正処置 １号機燃料取替装置燃料把握機の変形に

ついて（事後報告） 
設備 ○ ○  

74 H20.1 予防処置 共通設備 Ｂ－サイトバンカ建物排気モ

ニタサンプリング装置ヒータ不良につい

て 

設備 ○ ○  

75 H20.2 予防処置 １号機Ａ－非常用ガス処理系系統流量指

示不調について 

設備 △ － 

資 料

3.3－ 2

改 善 状

況 の 考

察 お よ

び 追 加

措 置

（ 保 守

管 理 －

３） 

76 H20.3 予防処置 １号機Ｂ－残留熱除去系試験可能逆止弁

開閉表示ランプ不点灯について 
設備 ○ ○  

77 H20.7 是正処置 １号機原子炉隔離時冷却系蒸気管破断検

出警報発報について 
設備 ○ ○  

78 H20.8 是正処置 １号機高圧注水系の運転上の制限の逸脱

について 
設備 ○ ○  

79 H20.8 予防処置 １号機Ｂ－残留熱除去系熱交冷却水出口

弁（ＭＶ14－８Ｂ）現場開度計の指示不良

について 

設備 ○ ○  



３．３ 保守管理 
 

資料３．３－１ 保安活動改善状況一覧表 

分 類；組織・体制／社内マニュアル／教育・訓練／設備 
実 施 状 況；○：実施済み △：計画済みまたは実施中 ×：未実施 －：実施の必要性なし 
再発の有無；○：再発していない ×：再発している －：対象外 

 
３．３－６４ 

No 年月 
内部評価 

外部評価 
指摘等の内容 分類 

実施 

状況 

再発 

の 

有無 

備考 

80 H20.10 予防処置 電源迂回作業に伴う２号機Ｂ－残留熱除

去系ポンプ自動停止について 
設備 ○ ○  

81 H21.3 是正処置 １号機制御棒誤挿入について 

 
設備 ○ ○  

82 H21.4 予防処置 １号機床ドレンフィルタ上蓋フランジ部

漏えい跡について 

設備 △ － 

資 料

3.3－ 2

改 善 状

況 の 考

察 お よ

び 追 加

措 置

（ 保 守

管 理 －

４） 

83 H21.4 予防処置 １号機Ｒ／Ｂ電灯分電盤（ＲＬＰ－１－２

Ｎ）内ＥＬＢの２次側配線変色について 

設備 △ － 

資 料

3.3－ 2

改 善 状

況 の 考

察 お よ

び 追 加

措 置

（ 保 守

管 理 －

５） 

84 H21.4 予防処置 ２号機Ｂ－除じんポンプ出口逆止弁から

の漏えいについて 
設備 ○ ○  

85 H21.5 予防処置 １号機Ａ－除じんポンプ出口逆止弁バイ

パス弁からの漏えいについて 
設備 ○ ○  

86 H21.5 予防処置 １号機復水輸送系計器電源装置取替作業

における警報誤発報について 
設備 ○ ○  

87 H21.9 予防処置 Ｂ－スクラム排出水容器ドレン弁（ＡＶ

212－２Ｂ）駆動部からの空気漏えい 
設備 ○ ○  

88 H22.5 予防処置 ２号機原子炉浄化系入口内側隔離弁（ＭＶ

213－３）グランドリークオフ配管の折損

について 

設備 △ － 

資 料

3.3－ 2

改 善 状

況 の 考

察 お よ

び 追 加

措 置

（ 保 守

管 理 －

６） 

89 H23.9 予防処置 １号機補給水配管からの漏えいについて 

 
設備 ○  ○  

90 H24.1 是正処置 ２号機中性子源領域計装の動作不能（運転

上の制限の逸脱） 
設備 ○ ○  

 



３．３ 保守管理 

３．３－６５ 

資料３．３－２ 改善状況の考察および追加措置 

（保守管理－１） 

 

 

１．管理番号：保守管理－１ 

 

２．「保安活動改善状況一覧表」の通し番号：No.５ 

 

３．評価項目：（保安検査） 

 

４．指摘等の内容 

島根原子力発電所の保守管理の不備及び品質保証の機能不全について 

 

５．改善内容 

「島根原子力発電所の保守管理並びに定期事業者検査に係る調査報告（最

終）」（平成 22年６月３日）にて策定した再発防止対策を実施する。 

（１）直接的な原因に対する再発防止対策 

（２）根本的な原因に対する再発防止対策 

（３）その他の取組み 

 

６．現在の改善状況に対する考察 

「島根原子力発電所の保守管理並びに定期事業者検査に係る調査報告（最

終）」（平成 22年６月３日）にて策定した再発防止対策については，対策ごと

にアクションプランを作成し，体制，具体的な方策，評価方法および有効性評

価等を定め実施しているところであるため，更なる追加措置は必要ないと判断

した。 

 

７．追加措置案 

なし 

 

８．その他 

なし 

 



３．３ 保守管理 

３．３－６６ 

資料３．３－２ 改善状況の考察および追加措置 

（保守管理－２） 

 

 

１．管理番号：保守管理－２ 

 

２．「保安活動改善状況一覧表」の通し番号：No.72 

 

３．評価項目：（予防処置） 

 

４．指摘等の内容 

１号機Ａ－ベーパエキストラクタ用電動機冷却ファンの折損について 

 

５．改善内容 

ウエスが巻き込まれファンが折損していた事象に鑑み，電動機の既設冷却フ

ァンカバーの外側にメッシュ状の保護網を設け，異物の吸込み防止を図る。 

【対象機器】 

１，２号機低圧電動機で機外に冷却ファンを設けている電動機（縦型電動

機は，すでに上部に異物防止カバーがあるため対象外） 

【実施時期】 

電動機の分解点検に合わせて実施する。 

 

６．現在の改善状況に対する考察 

電動機の分解点検にあわせて実施しており，今後も継続的に定期検査におけ

る電動機の分解点検にあわせ実施する計画としているため，更なる追加措置は

必要ないと判断した。 

 

７．追加措置案 

なし 

 

８．その他 

なし 
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３．３－６７ 

資料３．３－２ 改善状況の考察および追加措置 

（保守管理－３） 

 

 

１．管理番号：保守管理－３ 

 

２．「保安活動改善状況一覧表」の通し番号：No.75 

 

３．評価項目：（予防処置） 

 

４．指摘等の内容 

１号機Ａ－非常用ガス処理系系統流量指示不調について 

 

５．改善内容 

微差圧で使用している発信器について，今後取替を行う場合は，微差圧用と

して開発された発信器への取替を実施する。 

 

６．現在の改善状況に対する考察 

発信器の取替にあわせて実施しており，今後も継続的に発信器の取替にあわ

せ実施する計画としているため，更なる追加措置は必要ないと判断した。 

 

７．追加措置案 

なし 

 

８．その他 

なし 



３．３ 保守管理 

３．３－６８ 

資料３．３－２ 改善状況の考察および追加措置 

（保守管理－４） 

 

 

１．管理番号：保守管理－４ 

 

２．「保安活動改善状況一覧表」の通し番号：No.82 

 

３．評価項目：（予防処置） 

 

４．指摘等の内容 

１号機床ドレンフィルタ上蓋フランジ部漏えい跡について 

 

５．改善内容 

（１）調査 

１，２号機廃棄物処理設備において１号機床ドレンフィルタのフランジ構

造と同様な機器の有無を調査する。 

（２）仕分け 

 構造が同様な機器について点検実績，ライニングおよびパッキン仕様等か

ら漏えいの可能性があるものについて対策を実施するよう仕分けを行う。 

（３）水平展開 

 対策が必要な機器について水平展開による処置を実施する。（ゴムライニ

ングの修理等） 

 

６．現在の改善状況に対する考察 

現在，同様な機器の抽出および仕分けまで完了しており，今後の対策時期お

よび内容を検討している状態にあることから，更なる追加措置は必要ないと判

断した。 

 

７．追加措置案 

なし 

 

８．その他 

なし 

 



３．３ 保守管理 

３．３－６９ 

資料３．３－２ 改善状況の考察および追加措置 

（保守管理－５） 

 

 

１．管理番号：保守管理－５ 

 

２．「保安活動改善状況一覧表」の通し番号：No.83 

 

３．評価項目：（予防処置） 

 

４．指摘等の内容 

１号機Ｒ／Ｂ電灯分電盤（ＲＬＰ－１－２Ｎ）内ＥＬＢの２次側配線変色に

ついて 

 

５．改善内容 

電灯分電盤接続部の調査を行い，はんだ処理の有無を確認する。 

はんだ処理されているものがあれば，接続部の修理を実施する。 

 

６．現在の改善状況に対する考察 

今後，電灯分電盤接続部のはんだ処理の有無を調査し，修理を行う計画とし

ているため，更なる追加措置は必要ないと判断した。 

 

７．追加措置案 

なし 

 

８．その他 

なし 

 



３．３ 保守管理 

３．３－７０ 

資料３．３－２ 改善状況の考察および追加措置 

（保守管理－６） 

 

 

１．管理番号：保守管理－６ 

 

２．「保安活動改善状況一覧表」の通し番号：No.88 

 

３．評価項目：（予防処置） 

 

４．指摘等の内容 

２号機原子炉浄化系入口内側隔離弁（ＭＶ213－３）グランドリークオフ配

管の折損について 

 

５．改善内容 

腐食・減肉の有無および配管材質に応じて，配管の材質変更，取替修理また

は定期的な放射線透過試験による減肉傾向等の確認を実施する。 

 

６．現在の改善状況に対する考察 

今後，計画的に配管の取替修理または放射線透過試験による減肉傾向等の確

認を実施する計画としているため，更なる追加措置は必要ないと判断した。 

 

７．追加措置案 

なし 

 

８．その他 

なし 
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24
25

2
6

28
29

19
2
7

排
予
熱
器

ガ ス 処
再
結
合
器

理
　
●
再
結
合
器
触
媒
取
替

系

復
水
器

排
ガ
ス
ブ
ロ
ワ

再
生
ガ
ス
ブ
ロ
ワ

抽
出
器

除
湿
冷
凍
機

フ
ィ
ル
タ

主
要
配
管

主
要
弁

計
測
制
御

電
源

３．３ 保守管理

３．３－８８



(
1
8
 
/
 

20
 )

年
　
　
　
度

備
　
　
考

系
統
・
機
器

定
検
回
数

20
H
.1
5

16
17

18
21

22
23

24
25

2
6

28
29

19
2
7

燃
燃
料
プ
－
ル
冷
却
水
ポ
ン
プ

料 プ ー
燃
料
プ
－
ル
冷
却
水
ポ
ン
プ
用
電
動
機

ル 冷 却
ス
キ
マ
サ
－
ジ
タ
ン
ク

系

熱
交
換
器

主
要
配
管

主
要
弁

計
測
制
御

●
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
温
度
・
水
位
計
設
置

電
源

使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル

　
●
水
位
計
（
ス
ケ
ー
ル
）
設
置

３．３－８９

３．３ 保守管理



(
1
9
 
/
 

20
 )

年
　
　
　
度

備
　
　
考

系
統
・
機
器

定
検
回
数

20
H
.1
5

16
17

18
21

22
23

24
25

2
6

28
29

19
2
7

燃
料
取
替
機

●
燃
料
取
替
装
置
イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
ク
改
造

●
燃
料
取
替
機
燃
料
ホ
イ
ス
ト
回
転
電
動
化

プ
ロ
セ
ス
放
射
線
モ
ニ
タ

　
●
原
子
炉
建
物
排
気
放
射
線
モ
ニ
タ
取
替

●
格
納
容
器
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
モ
ニ
タ
他
取
替

　
●
排
ガ
ス
貯
蔵
タ
ン
ク
出
口
モ
ニ
タ
取
替
　
●
原
子
炉
補
機
冷
却
水
モ
ニ
タ
他
取
替

●
排
気
筒
モ
ニ
タ
他
取
替

出
力
領
域
モ
ニ
タ

●
●

　
●

●
Ｌ
Ｐ
Ｒ
Ｍ
検
出
器
集
合
体
取
替

　
●
出
力
領
域
モ
ニ
タ
盤
耐
震
補
強

●
出
力
領
域
モ
ニ
タ
電
解
コ
ン
デ
ン
サ
取
替

●
出
力
領
域
計
装
盤
耐
震
補
強

そ
の
他

●
TI
P案
内
管
，
火
薬
切
断
弁
取
替

●
安
全
保
護
系
差
圧
指
示
ス
イ
ッ
チ
取
替

●
安
全
保
護
系
電
子
式
発
信
器
取
替

　
●
安
全
保
護
系
電
子
式
発
信
器
取
替

　
●
原
子
炉
保
護
系
ト
リ
ッ
プ
ユ
ニ
ッ
ト
修
理

３．３－９０

３．３ 保守管理

燃 料 取 扱 設 備 プ ロ セ ス 放 射 線 モ ニ タ 系 中 性 子 計 装 系 安 全 保 護 系



(
2
0
 
/
 

20
 )

年
　
　
　
度

備
　
　
考

系
統
・
機
器

定
検
回
数

20
H
.1
5

16
17

18
21

22
23

24
25

2
6

28
29

19
2
7

そ
運
転
監
視
用
計
算
機

●
警
報
処
理
装
置
取
替

の 他

制
御
盤
・
計
装
ラ
ッ
ク
他

●
タ
ー
ビ
ン
監
視
装
置
警
報
回
路
改
良

●
給
水
流
量
制
御
装
置
取
替

●
炉
心
流
量
計
測
盤
改
造

そ
の
他

　
●
Ｃ
－
Ｌ
／
Ｃ
盤
・
遮
断
器
取
替

　
●
Ｃ
－
Ｍ
／
Ｃ
遮
断
器
取
替

　
●
Ｃ
，
Ｄ
－
Ｍ
／
Ｃ
遮
断
器
耐
震
補
強

　
●
発
電
機
フ
ォ
ー
ク
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
更
新

●
Ｄ
－
Ｍ
／
Ｃ
遮
断
器
取
替

●
Ｄ
－
Ｌ
／
Ｃ
盤
・
遮
断
器
取
替

●
島
根
１
号
機
開
閉
所
と
島
根
２
号
機
開
閉
所
の
接
続

●
Ａ
－
Ｌ
／
Ｃ
盤
取
替

●
Ａ
－
Ｍ
／
Ｃ
遮
断
器
取
替

　
●
空
気
抽
出
器
室
排
風
機
取
替

　
●
第
２
給
水
加
熱
器
内
部
構
造
物
取
替 ●
第
４
給
水
加
熱
器
取
替

●
第
１
給
水
加
熱
器
内
部
構
造
物
取
替

　
●
空
気
抽
出
器
復
水
器
取
替

●
湿
分
分
離
器
内
部
構
造
物
取
替

●
野
外
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
改
良

　
●
配
管
等
支
持
構
造
物
設
置
，
取
替

●
配
管
等
支
持
構
造
物
設
置
，
取
替

３．３－９１

３．３ 保守管理



 

 
３．３－９２ 

 

３．３ 保守管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料３．３－５ 円筒胴（炉心域）の△ＲＴＮＤＴの予測値と実測値  

図ｂ．円筒胴（炉心域）の△ＲＴＮＤＴの 

予測値（ＪＥＡＣ４２０１－２００７）と実測値（溶接金属） 

図ａ．円筒胴（炉心域）の△ＲＴＮＤＴの 

予測値（ＪＥＡＣ４２０１－２００７）と実測値（母材） 



 

３．３－９３ 

３．３ 保守管理 

 
資
料
３
．
３
－
６

 原
子
炉
圧
力
容
器
の
圧
力
・
温
度
制
限
曲
線
の
評
価
（
Ｓ
s
地
震
動
）

 
〔
（
現
時
点
（
平
成
2
2
年
度
末
）
）
（
胴
板
（
炉
心
領
域
部
）
，
炉
心
臨
界
時
）〕

 

起
動
―
定
格
出
力
運
転
―
停
止
時
の

 
飽
和
圧
力
―
温
度
線
図

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－９４ 

 
資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
/2
1
）
 

 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

－
 

－
 

[
検
査
内
容
]
 

原
子
炉
冷
却
材
喪
失
信
号
お
よ
び
外
部
電
源
喪
失
信
号
を
模
擬
的
に
同

時
に
発
信
さ
せ
，
次
の
機
能
を
確
認
す
る
。
 

a
．
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
が
自
動
起
動
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

ま
た
，
原
子
炉
冷
却
材
喪
失
信
号
ま
た
は
外
部
電
源
喪
失
信
号
の
い

ず
れ
か
早
い
方
の
信
号
発
信
か
ら
電
圧
が
確
立
す
る
ま
で
の
時
間
を

測
定
す
る
。
 

b
．
原
子
炉
冷
却
材
喪
失
信
号
お
よ
び
外
部
電
源
喪
失
信
号
の
発
信
時
，

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
に
電
源
を
求
め
る
機
器
が
自
動
的
に
ピ

ッ
ク
ア
ッ
プ
さ
れ
る
こ
と
を
確
認
す
る
と
と
も
に
，
非
常
用
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
機
し
ゃ
断
器
投
入
か
ら
，
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
各
負
荷
の

し
ゃ
断
器
が
投
入
さ
れ
る
ま
で
の
時
間
を
測
定
す
る
。
 

c
．
ｂ
．
項
で
掲
げ
た
機
器
の
所
定
負
荷
の
も
と
に
お
け
る
非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル
発
電
機
の
運
転
状
態
を
確
認
す
る
。
 

d
．
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
な
ら
び
に
低
圧
注
水
系
の
機
能
に
必
要
な
全
揚
程

お
よ
び
流
量
の
も
と
で
運
転
し
，
そ
の
時
の
運
転
状
態
を
確
認
す
る
。
 

e
．
原
子
炉
補
機
冷
却
系
お
よ
び
原
子
炉
補
機
海
水
系
の
運
転
状
態
を
確

認
す
る
。
 

f
．
原
子
炉
補
機
冷
却
系
の
自
動
で
作
動
す
る
弁
が
正
常
に
作
動
す
る
こ

と
を
確
認
す
る
。
 

 

  

１
 

 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
，
炉
心
ス

プ
レ
イ
系
，
低
圧
注
水
系
，
原
子
炉
補

機
冷
却
系
機
能
検
査
 

（
運
転
性
能
検
査
）
 

○
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
電
圧
確
立
時

間
 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の
電
圧
確
立
時
間
は
，
基
準
値
以
下
で
あ

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与

え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ

た
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－９５ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
2
/
2
1
）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

○
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
電
圧
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
周
波
数
 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

発
電
機
電
圧
お
よ
び
発
電
機
周
波
数
は
基
準
値
±
所
定
値
以
内
に
あ
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
±
所
定
値
以
内
に
あ
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与

え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ

た
。
 

 

 
１
 

 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
，
炉
心
ス

プ
レ
イ
系
，
低
圧
注
水
系
，
原
子
炉
補

機
冷
却
系
機
能
検
査
 

（
運
転
性
能
検
査
）
 

○
 

負
荷
自
動
ピ
ッ
ク
ア

ッ
プ
時
間
 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
に
電
源
を
求
め
る
機
器
は
，
非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル
発
電
機
し
ゃ
断
器
投
入
か
ら
基
準
値
±
所
定
値
以
内
に
負
荷
で
き

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
各
機
器
の
負
荷
自
動
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
時
間

は
基
準
値
±
所
定
値
以
内
に
あ
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

負
荷
自
動
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
時
間
に
つ
い
て
は
，
タ
イ
マ
ー
の
設
定
時
間

に
よ
り
基
準
値
±
所
定
値
以
内
と
な
る
よ
う
に
調
整
を
行
っ
て
い
る
た

め
，
経
年
変
化
は
判
断
で
き
な
い
が
，
長
期
的
な
傾
向
と
し
て
評
価
す
る

な
ら
ば
，
デ
ー
タ
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影

響
を
与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ

な
か
っ
た
。
 

 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－９６ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
3
/
2
1
）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

○
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
機
関
回

転
速
度
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
機
関
出

口
冷
却
水
温
度
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
機
関
出

口
潤
滑
油
温
度
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
機
関
潤

滑
油
フ
ィ
ル
タ
出

口
圧
力
 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
機
関
に
つ
い
て
は
，
パ
ラ
メ
ー
タ
そ
れ
ぞ

れ
が
基
準
値
±
所
定
値
以
内
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値

は
基
準
値
±
所
定
値
以
内
に
あ
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

機
関
回
転
速
度
は
，
発
電
機
周
波
数
と
同
様
の
傾
向
に
あ
り
，
デ
ー
タ

の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与
え
る
著

し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
 

機
関
出
口
冷
却
水
温
度
お
よ
び
機
関
出
口
潤
滑
油
温
度
は
，
デ
ー
タ
を

取
る
タ
イ
ミ
ン
グ
に
よ
っ
て
変
わ
っ
て
く
る
た
め
，
経
年
変
化
は
判
断
で

き
な
い
が
，
長
期
的
な
傾
向
と
し
て
評
価
す
る
な
ら
ば
，
デ
ー
タ
の
推
移

に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与
え
る
著
し
い
変

化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
 

潤
滑
油
フ
ィ
ル
タ
出
口
圧
力
は
，
基
準
値
を
満
足
し
て
お
り
，
デ
ー
タ

の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与
え
る
著

し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
 

 

  

１
 

 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
，
炉
心
ス

プ
レ
イ
系
，
低
圧
注
水
系
，
原
子
炉
補

機
冷
却
系
機
能
検
査
 

（
運
転
性
能
検
査
）
 

○
 

・
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ

ン
プ
流
量
 

・
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ

ン
プ
全
揚
程
 

・
低
圧
注
水
ポ
ン
プ

流
量
 

・
低
圧
注
水
ポ
ン
プ

全
揚
程
 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

ポ
ン
プ
流
量
お
よ
び
全
揚
程
は
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
お
り
，
評
価
期
間
中
に
基
準
値
の
変
更
が
あ
っ
た
も
の
の
確
認
値
は
い

ず
れ
も
基
準
値
以
上
に
あ
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－９７ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
4
/
2
1
）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

１
 

 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
，
炉
心
ス

プ
レ
イ
系
，
低
圧
注
水
系
，
原
子
炉
補

機
冷
却
系
機
能
検
査
 

（
注
水
弁
動
作
検
査
）
 

○
 

・
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

注
水
弁
動
作
時
間
 

・
低
圧
注
水
系
注
水

弁
動
作
時
間
 

 

[
検
査
内
容
]
 

炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
お
よ
び
低
圧
注
水
ポ
ン
プ
が
停
止
し
た
状
態
に

お
い
て
，
注
水
弁
動
作
信
号
を
模
擬
的
に
発
信
さ
せ
，
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

注
水
弁
お
よ
び
低
圧
注
水
系
注
水
弁
を
作
動
さ
せ
る
と
と
も
に
，
信
号
の

発
信
か
ら
全
開
ま
で
の
時
間
を
測
定
す
る
。
ま
た
，
注
水
弁
が
全
開
す
る

こ
と
を
確
認
す
る
。
 

 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

信
号
の
発
信
か
ら
全
開
ま
で
の
弁
動
作
時
間
は
基
準
値
以
下
で
あ
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

        

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－９８ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
5
/
2
1
）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

－
 

－
 

[
検
査
内
容
]
 

 
本
検
査
で
は
次
の
機
能
を
確
認
す
る
。
 

a
．
原
子
炉
水
位
異
常
低
信
号
を
模
擬
的
に
発
信
さ
せ
，
高
圧
注
水
系
が

自
動
起
動
す
る
こ
と
，
お
よ
び
原
子
炉
水
位
異
常
低
信
号
の
発
信
か

ら
系
統
の
機
能
に
必
要
な
流
量
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
を
測
定
す

る
。
 

ま
た
，
高
圧
注
水
系
ポ
ン
プ
出
口
流
量
が
，
テ
ス
ト
ル
ー
プ
に
基

づ
く
デ
ー
タ
を
用
い
た
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
解
析
に
よ
り
予
め
確
認

さ
れ
て
い
る
流
量
特
性
と
比
較
し
て
，
著
し
い
差
異
の
な
い
こ
と
を

確
認
す
る
。
 

b
．
高
圧
注
水
系
を
そ
の
機
能
に
必
要
な
流
量
の
も
と
で
運
転
し
，
そ
の

と
き
の
運
転
状
態
を
確
認
す
る
。
 

運
転
状
態
の
う
ち
吐
出
圧
力
（
全
揚
程
）
に
つ
い
て
は
，
J
I
S B
 8
3
01

「
６
．
１
．
１
規
程
回
転
速
度
（
ま
た
は
周
波
数
）
お
よ
び
密
度
に

対
す
る
デ
ー
タ
の
換
算
」
の
計
算
式
に
よ
り
，
定
格
回
転
速
度
に
換

算
し
確
認
す
る
。
 

 

 
２
 
高
圧
注
水
系
機
能
検
査
 

（
運
転
性
能
検
査
）
 

○
 

流
量
目
標
値
到
達
時
 

間
 

 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

高
圧
注
水
系
の
流
量
目
標
値
到
達
時
間
は
，
基
準
値
以
下
で
あ
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与

え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ

た
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－９９ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
6
/
2
1
）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

○
 

・
高
圧
注
水
系
ポ
ン

プ
流
量
 

・
高
圧
注
水
系
ポ
ン

プ
全
揚
程
 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

ポ
ン
プ
流
量
お
よ
び
全
揚
程
は
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
お
り
，
評
価
期
間
中
に
基
準
値
の
変
更
が
あ
っ
た
も
の
の
確
認
値
は
い

ず
れ
も
基
準
値
以
上
に
あ
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

  

２
 
高
圧
注
水
系
機
能
検
査
 

（
運
転
性
能
検
査
）
 

○
 

高
圧
注
水
系
統
注
水
 

弁
動
作
時
間
 

 

[
検
査
内
容
]
 

高
圧
注
水
系
が
停
止
し
た
状
態
に
お
い
て
，
原
子
炉
水
位
異
常
低
信
号

を
模
擬
的
に
発
信
さ
せ
，
注
水
弁
を
作
動
さ
せ
る
と
と
も
に
，
信
号
の
発

信
か
ら
全
開
表
示
の
点
灯
ま
で
の
時
間
を
測
定
す
る
。
 

ま
た
，
注
水
弁
が
全
開
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

信
号
の
発
信
か
ら
全
開
ま
で
の
弁
動
作
時
間
は
基
準
値
以
下
で
あ
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１００ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
7
/
2
1
）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

３
 
自
動
減
圧
系
機
能
検
査
 

 

○
 

自
動
減
圧
系
動
作
時

間
 

[
検
査
内
容
]
 

 
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
異
常
高
お
よ
び
原
子
炉
水
位
異
常
低
の
信
号
を
模

擬
的
に
発
信
し
，
自
動
減
圧
系
を
作
動
さ
せ
，
模
擬
信
号
の
発
信
か
ら
逃

し
弁
（
安
全
弁
）
が
全
開
す
る
ま
で
の
時
間
を
測
定
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

信
号
の
発
信
か
ら
全
開
ま
で
の
弁
動
作
時
間
は
基
準
値
範
囲
内
で
あ
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
範
囲
内
に
あ
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
弁
動
作
時
間
に
つ
い
て
は
，
タ
イ
マ
ー
の
設
定
時
間
に
よ
り
基
準
値
±

所
定
値
以
内
と
な
る
よ
う
に
調
整
を
行
っ
て
い
る
た
め
，
経
年
変
化
は
判

断
で
き
な
い
が
，
長
期
的
な
傾
向
と
し
て
評
価
す
る
な
ら
ば
，
デ
ー
タ
の

推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与
え
る
著
し

い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
 

 

 

４
 
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
機
能
検
査
 

 

○
 

制
御
棒
全
ス
ト
ロ
ー

ク
の
9
0
％
挿
入
時
間

（
全
制
御
棒
の
平

均
）
 

[
検
査
内
容
]
 

 
原
子
炉
が
通
常
運
転
圧
力
以
上
の
状
態
で
，
制
御
棒
全
数
に
つ
い
て
１

本
毎
に
全
引
抜
き
位
置
か
ら
ス
ク
ラ
ム
テ
ス
ト
ス
イ
ッ
チ
に
よ
り
ス
ク
ラ

ム
さ
せ
，
ス
ク
ラ
ム
動
作
に
異
常
の
な
い
こ
と
を
確
認
し
，
制
御
棒
全
ス

ト
ロ
ー
ク
の
9
0
％
挿
入
時
間
を
測
定
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

 
全
ス
ト
ロ
ー
ク
の
90
％
挿
入
時
間
の
平
均
値
は
，
基
準
値
以
下
で
あ
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
，
一
定
の
範
囲

内
で
安
定
し
て
推
移
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１０１ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
8
/
2
1
）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

５
 
原
子
炉
格
納
容
器
漏
え
い
率
検
査
 

 

○
 

漏
え
い
率
 

[
検
査
内
容
]
 

 
本
検
査
は
，
社
団
法
人
日
本
電
気
協
会
電
気
技
術
規
程
「
原
子
炉
格
納

容
器
の
漏
え
い
率
試
験
規
程
」（
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｃ
４
２
０
３
－
２
０
０
８
）
に
規

定
す
る
基
準
容
器
法
に
準
拠
し
，
次
の
方
法
に
よ
り
行
う
。
 

a
．
窒
素
ガ
ス
に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
を
最
高
使
用
圧
力
の
0
.
9
倍
以

上
の
圧
力
ま
で
加
圧
す
る
。
 

b
．
加
圧
終
了
後
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
温
度
・
露
点
温
度
・
圧
力
が
ほ

ぼ
静
定
し
た
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

c
．
圧
力
静
定
確
認
後
，
下
記
測
定
デ
ー
タ
か
ら
単
位
時
間
当
た
り
の
漏

え
い
量
を
15
分
毎
（
1
0
年
毎
の
24
時
間
漏
え
い
率
測
定
時
に
は
1

時
間
毎
）
に
求
め
，
グ
ラ
フ
上
で
ほ
ぼ
直
線
的
に
変
化
す
る
よ
う
に
な

っ
た
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

（
a
）
原
子
炉
格
納
容
器
内
温
度
（
℃
）
 

 
 
（
b
）
原
子
炉
格
納
容
器
内
露
点
温
度
（
℃
）
 

 
 
（
c
）
原
子
炉
格
納
容
器
内
圧
力
（
k
Pa
）
 

 
 
（
d
）
大
気
圧
力
（
k
Pa
〔
a
bs
〕）
 

 
（
e
）
原
子
炉
格
納
容
器
－
基
準
容
器
差
圧
（
k
Pa）
 

d
．
漏
え
い
量
静
定
を
確
認
後
，
測
定
開
始
基
準
時
刻
を
定
め
，
６
時
間

以
上
の
漏
え
い
率
測
定
を
行
う
。
た
だ
し
，
1
0
年
に
１
回
は
2
4
時
間

以
上
の
漏
え
い
率
測
定
を
行
う
。
 

 

[
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

漏
え
い
率
は
，
平
均
漏
え
い
率
の
95
％
信
頼
限
界
（
上
の
限
界
）
が
基

準
値
以
下
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足

し
て
い
る
。
 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
の
推
移
に
，
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与
え
る
著
し
い
変
化
は

な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１０２ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
9
/
2
1
）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

６
 
総
合
負
荷
性
能
検
査
 

 

○
 

原
子
炉
熱
出
力
等
 

[
検
査
内
容
]
 

 
本
検
査
は
，
プ
ラ
ン
ト
の
定
格
熱
出
力
運
転
を
行
い
，
各
種
パ
ラ
メ
ー

タ
が
安
定
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
，
プ
ラ
ン
ト
が
安
定
し
た
連
続
運
転
が

で
き
る
こ
と
を
総
合
的
に
確
認
す
る
。
ま
た
，
連
続
４
時
間
以
上
，
3
0
分

毎
に
所
定
の
デ
ー
タ
を
記
録
す
る
と
と
も
に
，
プ
ラ
ン
ト
の
運
転
状
態
を

確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

原
子
炉
廻
り
，
タ
ー
ビ
ン
廻
り
等
の
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
が
基
準
値
を
満

足
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。 

 

[
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
の
推
移
に
，
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与
え
る
著
し
い
変
化
は

な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
 

 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１０３ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
0
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

主
蒸
気
安
全
弁
機
能
検
査
 

（
吹
出
し
圧
力
検
査
）
 

－
 

吹
出
し
圧
力
 

 

[
検
査
内
容
]
 

 
窒
素
ガ
ス
に
よ
り
検
査
対
象
弁
の
入
口
側
を
加
圧
し
，
そ
の
吹
出
し
圧

力
を
測
定
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

 
吹
出
し
圧
力
は
，
基
準
値
範
囲
内
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，

確
認
値
は
基
準
値
範
囲
内
に
あ
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
主
蒸
気
安
全
弁
の
吹
出
し
圧
力
に
つ
い
て
は
，
毎
定
期
検
査
時
に
弁
の

点
検
を
実
施
し
，
吹
出
し
圧
力
が
基
準
値
範
囲
内
と
な
る
よ
う
に
調
整
を

行
っ
て
い
る
た
め
，
経
年
変
化
に
よ
る
著
し
い
変
化
の
有
無
は
判
断
で
き

な
い
。
 

 

 
７
 

主
蒸
気
安
全
弁
機
能
検
査
 

（
漏
え
い
検
査
）
 

－
 

漏
え
い
量
 

[
検
査
内
容
]
 

窒
素
ガ
ス
に
よ
り
，
弁
の
入
口
側
を
使
用
前
検
査
に
お
い
て
得
ら
れ
た

窒
素
ガ
ス
に
よ
る
吹
出
し
圧
力
（
平
均
値
）
の
9
0
%
以
上
に
加
圧
し
，
規

定
圧
力
で
５
分
間
保
持
後
，
弁
座
か
ら
の
漏
え
い
量
を
１
分
間
測
定
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

 
漏
え
い
量
は
，
基
準
値
以
下
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認

値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

主
蒸
気
安
全
弁
は
，
毎
定
期
検
査
時
に
弁
シ
ー
ト
面
の
摺
り
合
せ
を
行

っ
て
お
り
，
シ
ー
ト
部
の
状
態
が
変
わ
る
た
め
，
経
年
変
化
に
よ
る
著
し

い
変
化
の
有
無
は
判
断
で
き
な
い
。
 

 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１０４ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
1
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

主
蒸
気
逃
し
弁
（
安
全
弁
）・
安
全
弁
機

能
検
査
（
吹
出
し
圧
力
検
査
）
 

－
 

吹
出
し
圧
力
 

[
検
査
内
容
]
 

 
窒
素
ガ
ス
に
よ
り
検
査
対
象
弁
の
入
口
側
を
加
圧
し
，
そ
の
吹
出
し
圧

力
を
測
定
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

 
吹
出
し
圧
力
は
，
基
準
値
範
囲
内
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，

確
認
値
は
基
準
値
範
囲
内
に
あ
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

主
蒸
気
逃
し
安
全
弁
の
吹
出
し
圧
力
に
つ
い
て
は
，
毎
定
期
検
査
時
に

弁
の
点
検
を
実
施
し
，
吹
出
し
圧
力
が
基
準
値
範
囲
内
と
な
る
よ
う
に
調

整
を
行
っ
て
い
る
た
め
，
経
年
変
化
に
よ
る
著
し
い
変
化
の
有
無
は
判
断

で
き
な
い
。
 

 

 
８
 

主
蒸
気
逃
し
弁
（
安
全
弁
）・
安
全
弁
機

能
検
査
（
漏
え
い
検
査
）
 

－
 

漏
え
い
量
 

[
検
査
内
容
]
 

窒
素
ガ
ス
に
よ
り
，
弁
の
入
口
側
を
使
用
前
検
査
に
お
い
て
得
ら
れ
た

窒
素
ガ
ス
に
よ
る
吹
出
し
圧
力
（
平
均
値
）
の
9
0％
以
上
に
加
圧
し
，
規

定
圧
力
で
５
分
間
保
持
後
，
弁
座
か
ら
の
漏
え
い
量
を
１
分
間
測
定
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

 
漏
え
い
量
は
，
基
準
値
以
下
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認

値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

主
蒸
気
逃
し
安
全
弁
は
，
毎
定
期
検
査
時
に
弁
シ
ー
ト
面
の
摺
り
合
せ

を
行
っ
て
お
り
，
シ
ー
ト
部
の
状
態
が
変
わ
る
た
め
，
経
年
変
化
に
よ
る

著
し
い
変
化
の
有
無
は
判
断
で
き
な
い
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１０５ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
2
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

９
 
主
蒸
気
隔
離
弁
機
能
検
査
 

 

○
 

主
蒸
気
隔
離
弁
動
作

時
間
 

[
検
査
内
容
]
 

 
原
子
炉
水
位
異
常
低
信
号
を
模
擬
的
に
発
信
さ
せ
，
主
蒸
気
隔
離
弁
が

全
閉
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
と
と
も
に
，
信
号
発
信
か
ら
主
蒸
気
隔
離
弁

が
全
閉
す
る
ま
で
の
時
間
を
測
定
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

 
主
蒸
気
隔
離
弁
の
動
作
時
間
は
，
基
準
値
範
囲
内
で
あ
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
範
囲
内
で
あ
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
弁
動
作
時
間
に
つ
い
て
は
，
毎
定
期
検
査
時
に
ス
ピ
ー
ド
調
整
を
行
い

基
準
値
範
囲
内
と
な
る
よ
う
に
調
整
を
行
っ
て
い
る
た
め
，
経
年
変
化
は

判
断
で
き
な
い
が
，
長
期
的
な
傾
向
と
し
て
評
価
す
る
な
ら
ば
，
デ
ー
タ

の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与
え
る
著

し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１０６ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
3
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

1
0 
主
蒸
気
隔
離
弁
漏
え
い
率
検
査
 

 

－
 

漏
え
い
率
 

[
検
査
内
容
]
 

a
．
原
子
炉
格
納
容
器
内
側
主
蒸
気
隔
離
弁
 

格
納
容
器
内
側
お
よ
び
外
側
主
蒸
気
隔
離
弁
を
全
閉
に
し
，
内
側
弁
の

上
流
側
を
原
子
炉
格
納
容
器
ピ
ー
ク
圧
力
以
上
に
加
圧
し
，
捕
獲
法
に
よ

り
 
30
分
間
以
上
次
の
測
定
を
行
い
（
漏
え
い
量
が
多
く
3
0
分
間
以
上

測
定
で
き
な
い
場
合
は
，
捕
獲
可
能
量
（
1
0
00
m
l）
到
達
ま
で
の
時
間
を

測
定
し
）
，
測
定
結
果
か
ら
漏
え
い
率
を
算
出
す
る
。
 

 
（
a
）
内
側
弁
か
ら
の
漏
え
い
量
（
捕
獲
空
気
量
）
お
よ
び
温
度
 

 
（
b
）
加
圧
気
体
の
圧
力
お
よ
び
温
度
 

b
．
原
子
炉
格
納
容
器
外
側
主
蒸
気
隔
離
弁
 

格
納
容
器
内
側
お
よ
び
外
側
主
蒸
気
隔
離
弁
を
全
閉
に
し
，
内
側
弁

の
上
流
側
を
加
圧
し
，
内
側
弁
と
外
側
弁
の
間
を
原
子
炉
格
納
容
器
ピ
ー

ク
圧
力
以
上
に
加
圧
し
，
５
分
お
き
に
30
分
間
，
次
の
測
定
を
行
い
，

測
定
結
果
か
ら
漏
え
い
率
を
算
出
す
る
。
 

 
（
a
）
弁
間
（
加
圧
気
体
）
の
圧
力
お
よ
び
温
度
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

主
蒸
気
隔
離
弁
の
漏
え
い
率
は
，
基
準
値
以
下
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

主
蒸
気
隔
離
弁
は
，
定
期
検
査
時
に
点
検
対
象
と
な
っ
た
弁
に
つ
い
て

シ
ー
ト
面
の
摺
り
合
せ
を
行
っ
て
お
り
，
シ
ー
ト
部
の
状
態
が
変
わ
る
た

め
，
経
年
変
化
に
よ
る
著
し
い
変
化
の
有
無
は
判
断
で
き
な
い
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１０７ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
4
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

1
1 
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
定
格
容
量

確
認
検
査
 

 

○
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
電
力
 

[
検
査
内
容
]
 

 
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の
負
荷
運
転
状
態
に
お
い
て
必
要
な
容
量

が
確
保
さ
れ
て
い
る
と
と
も
に
，
運
転
状
態
の
健
全
性
を
確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

発
電
機
電
力
は
，
基
準
値
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お

り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 

1
2 
直
流
電
源
系
機
能
検
査
（
1
15
Ⅴ
系
）
 

 

○
 

浮
動
充
電
電
圧
 

[
検
査
内
容
]
 

 
1
15
Ｖ
系
直
流
電
源
設
備
に
つ
い
て
，
浮
動
充
電
状
態
の
充
電
器
お
よ
び

蓄
電
池
の
運
転
状
態
を
確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

蓄
電
池
の
浮
動
充
電
電
圧
は
，
基
準
値
±
所
定
値
以
内
で
あ
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
±
所
定
値
以
内
で
あ
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１０８ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
5
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
機
能
検
査
 

（
運
転
性
能
検
査
）
 

 

○
 

・
流
量
目
標
値
到
達

時
間
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷

却
ポ
ン
プ
流
量
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷

却
ポ
ン
プ
全
揚
程
 

[
検
査
内
容
]
 

 
原
子
炉
水
位
異
常
低
信
号
を
模
擬
し
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
自
動

起
動
す
る
こ
と
，
お
よ
び
原
子
炉
水
位
異
常
低
信
号
の
発
信
か
ら
系
統
の

機
能
に
必
要
な
流
量
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
を
測
定
す
る
。
 

 
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
を
そ
の
機
能
に
必
要
な
吐
出
圧
力
お
よ
び
流
量

の
も
と
で
運
転
し
，
そ
の
と
き
の
運
転
状
態
を
確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

流
量
目
標
値
到
達
時
間
は
，
基
準
値
以
下
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

ポ
ン
プ
流
量
お
よ
び
全
揚
程
は
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
お
り
，
評
価
期
間
中
に
基
準
値
の
変
更
が
あ
っ
た
も
の
の
確
認
値
は
い

ず
れ
も
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 
1
3 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
機
能
検
査
 

（
注
水
弁
動
作
検
査
）
 

○
 

注
水
弁
動
作
時
間
 

 

[
検
査
内
容
]
 

 
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
停
止
し
た
状
態
に
お
い
て
，
原
子
炉
水
位
異

常
低
信
号
を
模
擬
し
，
注
水
弁
を
作
動
さ
せ
る
と
と
も
に
，
信
号
の
発
信

か
ら
全
開
表
示
点
灯
ま
で
の
時
間
を
測
定
す
る
。
ま
た
，
注
水
弁
が
全
開

す
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

注
水
弁
動
作
時
間
は
，
基
準
値
以
下
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，

確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１０９ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
6
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

1
4 
液
体
ポ
イ
ズ
ン
系
機
能
検
査
（
機
能
・
性

能
）
 

 

○
 

ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
 

[
検
査
内
容
]
 

所
定
の
検
査
系
統
を
構
成
し
た
後
，
液
体
ポ
イ
ズ
ン
系
を
運
転
し
，
そ

の
と
き
の
ポ
ン
プ
等
の
運
転
状
態
を
確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
は
，
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，

確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 

1
5 
液
体
ポ
イ
ズ
ン
系
機
能
検
査
（
特
性
）
 

○
 

五
ほ
う
酸
ナ
ト
リ
ウ

ム
質
量
 

[
検
査
内
容
]
 

液
体
ポ
イ
ズ
ン
タ
ン
ク
水
量
，
濃
度
を
確
認
し
，
五
ほ
う
酸
ナ
ト
リ
ウ

ム
質
量
が
所
定
の
値
以
上
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

五
ほ
う
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
質
量
は
，
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

五
ほ
う
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
質
量
は
，
基
準
値
を
満
足
す
る
よ
う
適
宜
濃
度

調
整
を
行
っ
て
い
る
た
め
，
経
年
変
化
は
判
断
で
き
な
い
が
，
長
期
的
な

傾
向
と
し
て
評
価
す
る
な
ら
ば
，
デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ

き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を
与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化

を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１１０ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
7
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

1
6 
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
機
能
検
査
 

 

○
 

系
統
流
量
 

[
検
査
内
容
]
 

 
原
子
炉
建
物
主
給
排
気
系
を
運
転
状
態
と
し
，
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
の

定
格
流
量
に
お
け
る
運
転
状
態
を
確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

系
統
流
量
は
，
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
評
価

期
間
中
に
基
準
値
の
変
更
が
あ
っ
た
も
の
の
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し

て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１１１ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
8
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

1
7 
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
フ
ィ
ル
タ
性
能
検

査
 

 

○
 

総
合
除
去
効
率
 

[
検
査
内
容
]
 

a
．
よ
う
素
除
去
効
率
検
査
 

 
 
活
性
炭
性
能
試
験
装
置
に
よ
り
，
よ
う
素
用
チ
ャ
コ
ー
ル
フ
ィ
ル
タ

サ
ン
プ
ル
を
充
填
し
た
フ
ィ
ル
タ
カ
ー
ト
リ
ッ
ジ
に
放
射
性
よ
う
化
メ

チ
ル
を
通
気
し
，
ガ
ン
マ
線
測
定
装
置
で
フ
ィ
ル
タ
カ
ー
ト
リ
ッ
ジ
の

Ｉ
－
1
31
を
計
測
し
，
計
数
値
か
ら
求
ま
る
吸
着
係
数
よ
り
，
よ
う
素

除
去
効
率
を
求
め
る
。
 

b
．
漏
え
い
率
検
査
 

 
 
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
排
風
機
を
定
格
流
量
に
て
運
転
し
，
フ
ロ
リ
ナ

ー
ト
ガ
ス
を
よ
う
素
用
チ
ャ
コ
ー
ル
フ
ィ
ル
タ
の
上
流
側
に
注
入
し

て
，
上
流
側
お
よ
び
下
流
側
の
フ
ロ
リ
ナ
ー
ト
ガ
ス
濃
度
か
ら
，
漏
え

い
率
を
求
め
る
。
 

c
．
総
合
除
去
効
率
算
出
 

 
 
よ
う
素
用
チ
ャ
コ
ー
ル
フ
ィ
ル
タ
の
よ
う
素
除
去
効
率
お
よ
び
漏
え

い
率
検
査
の
測
定
結
果
を
も
と
に
，
総
合
除
去
効
率
を
求
め
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

総
合
除
去
効
率
は
，
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，

確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

フ
ィ
ル
タ
の
長
期
使
用
に
よ
る
性
能
低
下
の
傾
向
が
認
め
ら
れ
る
が
，

フ
ィ
ル
タ
は
必
要
に
応
じ
て
交
換
を
行
っ
て
お
り
，
フ
ィ
ル
タ
交
換
に
よ

る
除
去
効
率
の
改
善
が
図
ら
れ
て
い
る
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１１２ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
1
9
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

1
8 
中
央
制
御
室
非
常
用
循
環
系
フ
ィ
ル
タ

性
能
検
査
 

 

○
 

総
合
除
去
効
率
 

[
検
査
内
容
]
 

a
．
よ
う
素
除
去
効
率
検
査
 

 
 
活
性
炭
効
率
試
験
装
置
に
よ
り
，
よ
う
素
用
チ
ャ
コ
ー
ル
フ
ィ
ル
タ

サ
ン
プ
ル
を
充
填
し
た
フ
ィ
ル
タ
カ
ー
ト
リ
ッ
ジ
に
放
射
性
よ
う
化
メ

チ
ル
を
通
気
し
，
ガ
ン
マ
線
測
定
装
置
で
フ
ィ
ル
タ
カ
ー
ト
リ
ッ
ジ
の

Ｉ
－
1
31
を
計
測
し
，
計
数
値
か
ら
求
め
る
吸
着
係
数
よ
り
，
よ
う
素

除
去
効
率
を
求
め
る
。
 

b
．
漏
え
い
率
検
査
 

 
 
中
央
制
御
室
非
常
用
再
循
環
送
風
機
を
定
格
流
量
に
て
運
転
し
，
フ

ロ
リ
ナ
ー
ト
ガ
ス
を
よ
う
素
用
チ
ャ
コ
ー
ル
フ
ィ
ル
タ
の
上
流
側
に
注

入
し
て
，
上
流
側
お
よ
び
下
流
側
の
フ
ロ
リ
ナ
ー
ト
ガ
ス
濃
度
か
ら
，

漏
え
い
率
を
求
め
る
。
 

c
．
総
合
除
去
効
率
算
出
 

 
 
よ
う
素
用
チ
ャ
コ
ー
ル
フ
ィ
ル
タ
の
よ
う
素
除
去
効
率
お
よ
び
漏
え

い
率
検
査
の
測
定
結
果
を
も
と
に
，
総
合
除
去
効
率
を
求
め
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

総
合
除
去
効
率
は
，
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，

確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

フ
ィ
ル
タ
の
長
期
使
用
に
よ
る
性
能
低
下
の
傾
向
が
認
め
ら
れ
る
が
，

フ
ィ
ル
タ
は
必
要
に
応
じ
て
交
換
を
行
っ
て
お
り
，
フ
ィ
ル
タ
交
換
に
よ

る
除
去
効
率
の
改
善
が
図
ら
れ
て
い
る
。
 

 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１１３ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
2
0
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

1
9 
気
体
廃
棄
物
処
理
系
機
能
検
査
 

 

○
 

・
予
熱
器
温
度
 

・
再
結
合
器
温
度
 

・
気
水
分
離
器
出
口

ガ
ス
流
量
 

・
吸
着
塔
差
圧
 

[
検
査
内
容
]
 

 
原
子
炉
定
格
熱
出
力
一
定
運
転
状
態
に
お
い
て
，
予
熱
器
温
度
，
再
結

合
器
入
口
・
出
口
温
度
，
気
水
分
離
器
出
口
ガ
ス
流
量
お
よ
び
吸
着
塔
差

圧
を
連
続
４
時
間
で
30
分
毎
に
記
録
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

 
予
熱
器
温
度
は
，
基
準
値
±
所
定
値
以
内
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

再
結
合
器
温
度
は
，
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，

確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 
気
水
分
離
器
出
口
ガ
ス
流
量
お
よ
び
吸
着
塔
差
圧
は
，
基
準
値
を
下
回

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

2
0 
原
子
炉
格
納
容
器
真
空
破
壊
弁
機
能
検

査
 

○
 

弁
動
作
時
の
操
作
力
 
[
検
査
内
容
]
 

ａ
．
中
央
制
御
室
の
操
作
ス
イ
ッ
チ
を
操
作
し
，
計
装
用
圧
縮
空
気
系
よ

り
作
動
用
空
気
を
エ
ア
シ
リ
ン
ダ
に
送
り
，
弁
を
全
開
さ
せ
る
。
 

ｂ
．
現
場
の
手
動
操
作
用
レ
バ
ー
に
よ
り
弁
を
全
開
し
，
動
作
時
の
操
作

力
を
測
定
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

 
弁
全
開
時
の
操
作
力
は
，
基
準
値
以
下
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お

り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 



 

結
果
：
○
：
著
し
い
変
化
な
し
 
×
：
著
し
い
変
化
あ
り
 
－
：
対
象
外

 

３．３ 保守管理 

３．３－１１４ 

資
料
３
．
３
－
７
 
設
備
・
機
器
の
性
能
変
化
傾
向
（
2
1
/
2
1）
 

N
o 

検
査
名
 

結
果
 

パ
ラ
メ
ー
タ
 

確
認
内
容
 

備
考
 

2
1 
原
子
炉
格
納
容
器
冷
却
系
（
残
留
熱
除

去
系
）
機
能
検
査
 

 

○
 

・
ポ
ン
プ
流
量
 

・
ポ
ン
プ
全
揚
程
 

[
検
査
内
容
]
 

 
残
留
熱
除
去
系
を
原
子
炉
格
納
容
器
冷
却
系
モ
ー
ド
に
し
，
そ
の
機
能

に
必
要
な
全
揚
程
お
よ
び
流
量
の
も
と
で
運
転
す
る
と
と
も
に
，
そ
の
時

の
運
転
状
態
を
確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

ポ
ン
プ
流
量
お
よ
び
ポ
ン
プ
全
揚
程
は
，
基
準
値
以
上
で
あ
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
お
り
，
評
価
期
間
中
に
基
準
値
の
変
更
が
あ
っ
た
も
の
の
，

確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て
い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 

2
2 
原
子
炉
建
物
気
密
性
能
検
査
 

 

○
 

・
非
常
用
ガ
ス
処
理

系
流
量
 

・
原
子
炉
建
物
負
圧
 

[
検
査
内
容
]
 

 
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
排
風
機
に
よ
り
，
原
子
炉
建
物
内
空
気
を
排
気
し

た
と
き
，
原
子
炉
建
物
負
圧
が
規
定
値
以
上
に
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
を

確
認
す
る
。
 

 [
デ
ー
タ
推
移
の
特
徴
]
 

 
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
流
量
は
基
準
値
以
下
，
原
子
建
物
負
圧
は
基
準
値

以
上
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，
確
認
値
は
基
準
値
を
満
足
し
て

い
る
。
 

 [
性
能
変
化
傾
向
]
 

 
デ
ー
タ
の
推
移
に
，
確
認
値
の
ば
ら
つ
き
や
長
期
的
な
傾
向
に
影
響
を

与
え
る
著
し
い
変
化
は
な
く
，
性
能
変
化
を
示
す
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
か

っ
た
。
 

 

 

 



３．３ 保守管理 

３．３－１１５ 

別添資料３．３－１ 保守管理の実施フロー 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

注１ 

保全対象範囲の策定 

保守管理の実施方針および保守管理目標の設定 

保全重要度の設定 

保全活動管理

指標の設定お

よび監視計画
の策定 

点検・補修等の結果の確認・評価 
 
「長期保守管理方針」の実施および実施結果の評価 

保全活動管理指標

の監視 

保全計画の策定 
・点検の計画 
・補修，取替および改造計画 
・特別な保全計画 
 
「長期保守管理方針」の実施計画 

 保全プログラム 

保守管理 

点検・補修等
の不適合管

理，是正処置

および予防

処置 

・保守管理に対する

要求事項 
・要員の力量，教育

訓練 

・文書・品質記録の

管理 

注１：保全計画の策

定手順に準拠して

検討を行う。 

保全の実施 
・工事計画 
・設計管理 
・調達管理 
・工事管理 
  
「長期保守管理方

針」の実施および実

施結果の評価 

マネジメントレ

ビュー 

保守管理の有効性評価 

・高経年化技術評価結果 
・定期安全レビュー結果 
・リスク情報 
・他電力のトラブル情報，科

学・技術的新知見 
・保守管理から定まる定期事業

者検査に係る一定の期間に

関する技術評価結果 
            等 

保全の有効性評価 
 
「長期保守管理方針」の実施および実施結果の評価 



 

３．３－１１６ 

３．３ 保守管理 

               
 

 定
期
安
全
レ
ビ
ュ
ー

 
営
業
運
転
開
始
か
ら
現
在
ま
で
の

 
・
運
転
経
験
の
包
括
的
評
価

 
・
最
新
の
技
術
的
知
見
の
反
映

 
・
確
率
論
的
安
全
評
価

 

 定
期
安
全
レ
ビ
ュ
ー

 
第
１
回
目
以
降
か
ら
現
在
ま
で
の

 
・
運
転
経
験
の
包
括
的
評
価

 
・
最
新
の
技
術
的
知
見
の
反
映

 
・
確
率
論
的
安
全
評
価

 
 高
経
年
化
対
策
検
討

 
長
期
保
守
管
理
方
針
策
定

 

 定
期
安
全
レ
ビ
ュ
ー

 
第
２
回
目
以
降
か
ら
現
在
ま
で
の

 
・
運
転
経
験
の
包
括
的
評
価

 
・
最
新
の
技
術
的
知
見
の
反
映

 
・
確
率
論
的
安
全
評
価

 
 高
経
年
化
対
策
検
討
の
再
評
価

 
長
期
保
守
管
理
方
針
策
定

 
 
（
見
直
し
）

 
・
新
た
に
蓄
積
さ
れ
た
保
全
デ

ー
タ
を
考
慮

 

 
プ
ラ
ン
ト
保
全
計
画
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別添資料３．３－３ 定期点検の実施概要 
 

定 期 点 検 の 内 容 
設 備 名 

分解・開放点検（※） 機能検査 調整運転等 
原子炉本体 ・原子炉圧力容器開放

点検，非破壊検査 
・燃料交換，燃料検査 

・漏えい検査 

原子炉冷却系統設備 ・ポンプ，電動機，弁等
の分解点検 
・非破壊検査 

・単体の作動試験 
・系統全体として機能が発

揮できることを確認する

機能試験 
計測制御系統設備 ・制御棒駆動機構の取

外し，分解点検 

・出力領域計装の取替 

 

・単体の作動試験 

・原子炉制御，保護装置の

計器の校正，単体機能試

験 

・総合的な機能試験 
燃料設備 ・燃料取扱設備の点検 

・燃料貯蔵設備の点検 

 

・燃料取扱設備各部の作動

試験 

・燃料取扱設備の機能試験 

 
放射線管理設備 ・放射線モニタの点検 

・換気設備の分解点検 
・放射線モニタの校正 

・換気設備の単体作動試験 

・総合的な機能試験 
廃棄設備 ・ポンプ，電動機，弁

等の分解点検 
・単体作動試験 

・漏えい検査 

 
原子炉格納施設 ・原子炉格納容器の

（開放）点検 

・原子炉格納容器隔離

弁の分解点検 

・単体作動試験 

・原子炉格納容器の漏えい

率測定試験 

 
非常用予備発電装置 ・非常用ディーゼル発

電機の分解点検 

・蓄電池の点検 

・ディーゼル発電機の単体

作動試験 

・系統全体として機能が発

揮できることを確認する

機能試験 
蒸気タービン ・蒸気タービン開放点

検 
（調整運転にて実施） 

・調整運転 

・総合負荷検査 

（※）消耗品，部品の取替を含む 
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別添資料３．３－４ 経年劣化事象の評価方法および評価条件 

 

 

１．評価方法 

10年ごとの経年劣化管理において対象となる劣化事象とその評価方法は以下のと

おり。 

 

（１）低サイクル疲労 

評価対象機器の評価時点までの実過渡回数を使用して，疲れ累積係数による定

量評価（環境疲労評価含む）を高経年化対策実施基準に準じて実施する。 

 

（２）中性子照射脆化 

ＪＥＡＣ４２０１－２００７およびＪＥＡＣ４２０６－２００７に従い実施し

た照射試験片による脆化予測に基づく管理が適切に行われていることを確認する。 

なお，関連温度移行量については，ＪＥＡＣ４２０１－２００４に基づく予測

も実施する。 

 

（３）照射誘起型応力腐食割れ 

評価対象機器の評価時点までの累積照射量が，照射誘起型応力腐食割れの感受

性発現しきい値を超えないことを確認する。照射誘起型応力腐食割れの感受性発現

しきい値を超えた場合は，高経年化対策実施基準に準じて評価を実施する。 

 

（４）高サイクル熱疲労 

高サイクル熱疲労が懸念される部位について，設備対策の実施状況等を確認す

る。 

 

（５）耐震安全性評価 

評価対象機器に発生が認められている経年劣化事象のうち，ａ．またはｂ．に該

当しないものを耐震安全性に有意な影響を与える経年劣化事象として選定し，経

年劣化が耐震安全上の機能におよぼす影響を評価する。なお，前述の（１）から

（４）の経年劣化事象についても，経年劣化管理の状況を考慮して，耐震性に与

える影響について評価する。 

ａ．経年劣化の進展による機器の構造強度および振動特性への影響が軽微もし

くは無視できるもの 

ｂ．耐震安全性が維持できるように経年劣化に対する点検評価を実施するもの 
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２．評価条件 

（１）耐震安全性評価で考慮した地震動 

   耐震安全性評価に関する詳細評価において考慮した検討用地震および基準地震

動Ｓsを表１に示す。 

 

表１ 検討用地震および基準地震動Ｓs 

項 目 内 容 

検討用地震 

①宍道断層による地震 

②F-Ⅲ断層+F-Ⅳ断層+FK-2断層によ

る地震 

③880年出雲の地震 

Ｓs－１ 最大加速度600cm/s2 

Ｓs－２ 最大加速度586cm/s2 基準地震動Ｓs 

Ｓs－３ 最大加速度489cm/s2 
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（２）低サイクル疲労評価に用いた過渡回数 

   低サイクル疲労については，表２に示す現時点（平成 22年度末）の運転実績を

基に評価を実施した。 

表２ 運転実績事象回数 

運転実績に基づく過渡回数（平成22年度末時点） 

運転条件 取替 

なし 

第11回 

定期検査 

取替 

第18回 

定期検査 

取替 

第19回 

定期検査 

取替 

第20回 

定期検査 

取替 

第22回 

定期検査 

取替 

ボルト締付け 30 18 11 10  9  7 

耐圧試験 53 29 15 12 10  8 

起動（Ⅰ）（原子炉温度上昇） 62 24 14 13 11  9 

起動（Ⅱ）（原子炉出力上昇） 62 24 14 13 11  9 

出力変化（Ⅰ）（出力75％） 21 18 18 18 16 13 

出力変化（Ⅱ）（出力50％） 49 13  2  0  0  0 

出力変化（Ⅲ） 

（制御棒パターン変更出力75％） 

65 29 19 17 15 12 

給水ヒータロス（Ⅰ） 

（タービントリップ） 

 3  0  0  0  0  0 

給水ヒータロス（Ⅱ） 

（高圧給水ヒータバイパス） 

 0  0  0  0  0  0 

系統電源喪失（Ⅰ）（所内電源喪失）  2  1  0  0  0  0 

系統電源喪失（Ⅱ） 

(所内単独負荷運転後所内電源喪失) 

 0  0  0  0  0  0 

系統電源喪失（Ⅲ） 

（所内単独負荷運転） 

 3  0  0  0  0  0 

スクラム（Ⅰ）（タービントリップ）  6  0  0  0  0  0 

スクラム（Ⅱ）（その他のスクラム） 12  1  0  0  0  0 

停止 62 24 14 13 11  9 

ボルト取外し 30 18 11 10  9  7 

評価対象機器の取替履歴 
 ・第11回定期検査（昭和60年度）：給水用ノズル改造（ノズルセーフエンド取替お

よびノズルコーナ部疲労層除去） 
 ・第18回定期検査（平成６年度）：原子炉再循環ポンプ出口弁取替 
 ・第19回定期検査（平成７年度）：原子炉再循環系配管取替 
 ・第20回定期検査（平成９年度）：スタッドボルト取替 
 ・第22回定期検査（平成12年度）：炉心シュラウド取替，給水系配管取替 


